
北海道経済産業局管内経済の動向 
（ヒアリング企業数 １０７社） 

 
 
１．全体の動向 
概ね横ばいで推移している。 

  先行きについては、大勢に変わりはないものの、一部で原材料・原油価格の上昇など

による影響が懸念されている。 
 
２．個別の動向 
①業況 
業種又は企業毎に明暗が分かれている。 
 製造業では、鉄鋼、輸送機械を中心に、自動車向けなど堅調な受注による生産増か

ら収益改善が進んでいる。一方、電気機械は、デジタル家電向け電子部品など受注は

好調に推移しているものの、引き続き単価が低下しており収益では伸び悩んでいる。

窯業・土石、金属製品は、依然受注が減少しているほか、原材料価格の上昇などから

収益が悪化している企業もみられる。食料品は、食肉加工でＢＳＥの影響が残り収益

が減少しているものの、水産加工は健康志向の高まりからシーフード需要が旺盛で好

調に推移している。全体では収益環境は引き続き業種又は企業毎に明暗が混在してい

る。 
   非製造業では、建設は工事量の減少と受注単価の低下などから収益の改善がみられ

ず厳しい状況が続いている。小売は天候不順の影響で季節商品の動きが鈍かったこと

に加え、消費税総額表示の影響を受けた企業もみられる。住宅は収益の改善が進まな

い企業があるものの、マンションでは戸建てからの買い換え需要などで販売が順調な

企業もみられる。サービスでは、観光は航空運賃の値上げなどから来道客数が減少し

ているほか、引き続き客単価も低下している。運送は貨物量の伸びがみられないほか、

燃料価格の上昇により収益面で厳しい状況にある。情報サービスは本州からの受注が

順調なことから収益は上向いてきている。事業サービスは企業のアウトソーシング、

人材派遣の需要増に支えられ好調に推移している。リサイクルは鉄スクラップなどの

再生資源品市況が反落しているものの依然高い水準にあり、収益は改善している。全

体では収益環境は総じて業種毎に明暗が分かれている。 
   先行きについては、現在の業況の良い、悪い双方について変わりがないとする企業

が多いものの、公共事業の減少や一部で原材料・原油価格の上昇など国内外の経済情

勢に対する懸念材料もあり、依然不透明感がみられる。 
 
②生産 
各業種の動向に大きな変化はなく、横ばい基調で推移している。 
ウエイトの高い食料品はＢＳＥなどの影響も見受けられるが、ほぼ横ばいで推移し

ている。鉄鋼は自動車、産業機械、造船向けが、輸送機械は国内外の自動車向けが、

電気機械はデジタル家電、携帯電話、自動車向け電子部品などが好調で高水準を維持



している。 
一方、窯業・土石、金属製品は公共事業の減少等から、紙パルプは一部生産設備の

廃止もあり低調に推移しているほか、石油・石炭は、昨年の地震の影響により一部事

業所が生産を停止しているため低調に推移している。 
先行きについては、各業種に振れがあるものの、引き続き横ばい基調で推移すると

見込まれる。 
 
 ③設備投資 
設備の維持・補修が主体で、慎重な投資姿勢が続いているものの、一部に動きがみら

れる。 
 製造業では、維持・補修が中心となっており、慎重な投資姿勢が続いているものの、

将来に向けた動きや、電気、輸送機械関連の需要増加に対応した設備増強など、一部

に動きがみられる。非製造業では、全国展開を目指す企業などで動きがみられるが、

大勢は製造業と同様に慎重な姿勢となっている。 
   先行きについては、製造業、非製造業とも市況や経済情勢を見極める姿勢が強いも

のの、ＩＴ関連投資に動きがみられるなど、投資のマインド自体は改善されつつある。 
 
 ④個人消費 
概ね横ばいで推移している。 
大型小売店販売は、天候の影響から衣料品や靴の動きが鈍かったものの、飲食料品

は新規出店による集客効果などからほぼ前年並みの動きとなっている。 
家電販売は、テレビやＤＶＤなどが好調に推移しているほか、洗濯機などの白物家

電にも動きがみられた。パソコンは引き続き低調な動きとなっている。自動車販売は、

小型乗用車は引き続き低調な動きとなっているものの、普通乗用車と軽自動車が順調

に推移している。移動体通信サービスは、総加入件数の伸び率は鈍化しているものの、

引き続き買い換え需要には動きがあるほか、第三世代への移行も順調に進んでいる。 
消費税総額表示の影響については、商品の割高感を解消するために価格表示を据え

置いたため、その分売上を落とした店舗もあった。 
先行きについては、今年は今のところ災害もなく天候も順調に推移していることか

ら、消費の回復を期待する声が聞かれる。 
 
⑤雇用情勢 
依然厳しい状況にあるものの、一部に改善の動きがみられる。 
 新規採用については、紙パルプ、建設、不動産などで新規採用を見送っている企業

があるものの、卸売、小売、サービスなどでは例年並みに採用する企業が多い。また、

年齢構成や技術継承の問題などから、新規採用を再開している企業もみられる。 
中途採用については、各業種とも、業務の状況に応じ不足が生じた場合に即戦力と

して経験者を採用する企業が多い。 
   パート、人材派遣については、食料品、卸売、小売、宿泊などで比率が高まってい

る。 



アウトソーシングについては、サービスなどの一部で導入している企業がみられる

ものの、大勢としては、情報管理の面などから導入には慎重の姿勢がうかがえる。 
 
⑥原材料価格上昇の影響 
 原材料価格の上昇は素材型産業を中心に製造業で影響がみられ、原油価格の上昇は幅

広い業種で影響が出始めている。 
原材料価格の上昇については、素材型産業を中心とする製造業において価格上昇と

品不足による影響を受けており、価格転嫁できず収益にまで影響が及んでいる企業が

多くみられる。非製造業では建設の一部を除き、全般的には今のところ影響は出てい

ない。一方、原油価格の上昇については、幅広い業種で影響が出始めている。 
 
 ⑦公共事業 
厳しい状況が続いている。 

    公共事業は、国の予算縮減や地方自治体の財政難から事業が抑制されている中、受
注競争や原材料価格の上昇もあり、厳しい状況が続いている。 

   先行きについては、一部でＰＦＩ事業に前向きに取り組もうとする企業がみられる

ものの、全体では依然として明るさはみられず、秋がれを懸念する声も聞かれる。 
 
 ⑧資金調達環境 
資金需要は低調に推移しているものの、一部に動きがみられる。 
 資金需要は、企業において設備投資に慎重な姿勢が続いていることから、全体に変

化がなく低調に推移しているものの、生産能力の増強や研究開発の強化から需要が増

加している企業もあり、一部に動きがみられる。 
    金融機関の貸し出し態度は、業種を問わず、優良企業に対しては総じて積極的な姿
勢がみられるものの、企業の業績、財務・資産内容、投資案件などによっても異なっ

ている。また、同一企業であっても金融機関によって対応に違いが出ている。 
 
 ⑨観光 
  海外旅行や国内旅行の一部に動きはみられたものの、総じて道内旅行が中心となって

いる。 
来道客数は、ＳＡＲＳなどの影響があった昨年の反動で伸びはみられるが、水準とし

ては低調に推移している。 
   北海道からの海外旅行は、ハワイなどは比較的安定しているものの、アジア方面は

昨年のＳＡＲＳなどをきっかけに客足が遠のいており、好調であった以前の水準には

戻っていない。同じく国内旅行も、東京のテーマパークや花見を目的とした東北方面

には動きがみられたものの、総じて日帰りや一泊程度の道内旅行が中心となっている。 
   来道客数は、ＳＡＲＳや統一地方選挙の影響があった昨年の反動で伸びはみられる

ものの、航空下限運賃の値上げやツアー締切り期日の早期化といった減少要因が引き

続き大きく、水準としては低調に推移している。 
   先行きについても、引き続き来道客数の減少が懸念されているほか、北海道からの



旅行についても、海外を含め道外への動きに大きな伸びは期待できないとの声が聞か

れている。 
ただし、台湾、香港、韓国からの観光客は堅調に推移しており、北海道の自然と自

然体験を求めるリピーターも増えてきている。 
   主要観光地の動向については、定山渓、湯の川、登別などの主要な温泉地は道内客

の動きもあり比較的安定した入り込みがみられたものの、道東方面は引き続き弱い動

きとなっている。 
 
 
【ニセコ地域における豪州人観光客の状況】 
海外からの来道観光客数は、この５年間で２．３倍に増加し、特に台湾、韓国、香

港など東アジアからの増加が顕著となるなど、このところの北海道観光活性化の新た

な原動力となっている。 

こうした中で、近年、豪州からの観光客数が目に見える形で増加しているニセコ地

域が注目されている。平成１４年度の豪州人の延べ宿泊人数は５千人程度であったも

のが、１５年度には２．５万人以上に達したとの報告もあり、地元の期待感は大きい。 

世界でも希な雪質の良さや、北米などのスキーエリアより旅行時間が短く時差が無

いなどの理由によるものだが、同地域においては１０年ほど前から観光事業を営む豪

州人経営者が次々と誕生し、豪州人の従業員も増えたことにより言葉の壁が解消した

ことも要因の一つとなっている。 

こうした豪州人の動きに呼応し、カンタス･オーストラリア航空では、平成１０年

３月から運休していた新千歳～ケアンズ間の直行便を当面冬季に限り、週２往復で運

行を再開することを表明。豪州客のホットスポットとして、さらに弾みがつくものと

して期待されている。 

   また、当局でも、当該地域の観光事業者間の連携を促進するため、今年度から２年

間の予定で「ニセコ観光産業活性化連携プロジェクト」をスタートさせたところ。 



関東経済産業局管内経済の動向 

（ヒアリング企業数 ３１１社） 

 

１．全体の動向～緩やかに改善している 

  業況については、大企業製造業は、改善の動きが鮮明になっており、中小製造業や

事業所向けサービスなどにも持ち直しの動きが拡がるなど、緩やかに改善している。 

生産については、情報通信機械工業に一服感がみられるものの、輸送機械工業、鉄鋼

業、化学工業が高水準で推移していることに加え、管内でウエイトの大きい一般機械工

業が引き続き好調なことから、生産は緩やかな上昇傾向にある。 

個人消費については、大型店は全体的に売上が伸び悩む中で、健康志向商品や話題性

の高い商品が引き続き好調なことに加え、家電販売や旅行もこのところ堅調に推移する

など、持ち直しの動きがみられる。 

先行きについては、オリンピック効果等から年内は好調持続が見込まれるが、原材料

高の影響や海外経済の動向を懸念する企業もみられる。 

 

 

２．個別の動向 

①業況～大企業製造業は、改善の動きが鮮明になっており、中小製造業や事業所向け

サービスなどにも持ち直しの動きが拡がるなど、緩やかに改善している 

大企業製造業は、電子部品・デバイス工業では、海外携帯電話向けやデジタル家電向

け半導体を中心に、また、情報通信機械工業では、薄型テレビ、ＤＶＤが堅調なことか

ら収益は増加している。輸送機械工業では、自動車は新型車効果の一巡により国内市場

は頭打ちであるものの、海外需要が引き続き好調なことから、収益は増加している。一

般機械工業では、工作機械は国内外の需要増から収益は増加している。半導体製造装置

は内外需要が引き続き好調とする企業もみられるが、売価下落などから収益は横ばいと

する企業が多い。鉄鋼業、化学工業では、中国を中心とするアジア向けの需要は引き続

き旺盛なものの、原材料価格の高騰により収益への影響があるとする企業もみられる。 

中小製造業は、デジタル機器関連メーカー向けの企業を中心に、引き続き受注が好調

なことから収益の改善がみられる。一方、他の業種では受注はあるものの単価が低いこ

とに加え、原材料価格等の高騰により収益は厳しいとする企業が多くみられる。 

非製造業は、大型店では、消費税総額表示制度導入による商品価格の割高感や   

天候不順などの影響からやや伸び悩むも、コンビニエンスストアや家電専門店は堅調に

推移している。事業所向けサービスでは、製造業の業績改善の動きを受けて、人材派遣

業は引き続き堅調に推移しているほか、情報サービス業にも持ち直しの動きがみられ

る。旅行業は、全般的に好調に推移している。飲食業はＢＳＥ等の影響も薄らぎ、おお

むね横ばいとなっている。 

 

 

 ②生産～緩やかな上昇傾向 

情報通信機械工業に一服感がみられるものの、輸送機械工業、鉄鋼業、化学工業が高



 

東北経済産業局管内経済の動向 

（ヒアリング企業数１１３社） 

 
１．全体の動向 

平成１５年秋に持ち直しの動きが出た東北地域の経済は、１６年年初から現在に至る

まで緩やかな持ち直しの動きが継続している。 

しかし、地域経済を牽引する業種が電子部品・デバイス、情報通信機械、輸送機械な

ど製造業の一部の業種に限られていること、中小企業の回復に遅れがみられること、雇

用が全国平均を下回り所得の改善がみられず消費に結びついていないことなどから、管

内経済全体の浮揚には至っていない。 

 なお、原材料価格、原油価格の動向については、素材関連業種の一部で影響がみられ

ている。一方、価格転嫁については、窯業等の一部で実施している企業もあるが、一般

機械、鉄鋼などでは価格転嫁が容易ではなく収益悪化を懸念する企業もみられる。 

 
２．個別の動向 

 ①業況 

企業の業況は、業種間にばらつきがみられ、ウェイトが大きい電子部品・デバイス、

情報通信機械、一般機械、輸送機械など加工組立関連業種は増加基調となっている。 
製造業のうち、電子部品・デバイス工業、情報通信機械工業では、総じて好調を維持

しており、３月期決算は増収増益の企業が多く、能力増強投資の動きがみられている。 
その一方で、建設関連業種では、受注の減少や在庫調整の進展がみられないことによ

り、依然厳しい見方となっている。 

また、非製造業については、概ね横ばいから増加基調との見方となっているが、卸小

売業、サービス業の一部などでは、依然厳しい見方となっている。 
 また、中小企業についてみると、全体として厳しい状況であるが、前回調査に比べ生

産、受注とも改善しており、先行きにも改善の見通しを持つ企業が拡大していることか

ら、業況感は総じて改善している。 

 
主な業種の動きは以下のとおり。 

 ＜電子部品・デバイス工業＞ 
 半導体は、第３世代携帯電話、パソコン・周辺機器、デジタル家電向け需要が旺盛で、

３月以降はフル操業状態で在庫積み増しの動きもみられ、電子部品は少なくとも秋口ま

での需要は強く、増益見込みである。有機ＥＬ等の新規分野は、稼働率も高く、好調を

維持している。 
 ＜情報通信機械工業＞ 
パソコンは、国内向けが昨年の年初から盛り返し、前年比でやや増のペースだが、市

場単価の下落と、資材高騰分を価格転嫁できず採算は悪化、今後オリンピック終了後の

需要が不透明な状況となっている。携帯電話は、一部工場の閉鎖が発表されるなど工場

の移転・集約の動きもみられる。デジタルカメラは、機種切り替えにより生産は若干減

少したが好調で、今後も強気の見通しである。 
 



 

＜一般機械工業＞ 
半導体製造装置は、期末の増加に対する反動減で生産がやや減少しているが、生産、

収益とも前回調査に比べ増加しており、今後も増加または横ばいを見込んでいる。 
＜輸送機械工業＞ 
自動車関連は、内需、外需ともに堅調に推移しており、ディーゼル車の排ガス規制対

応による買い換え需要も見込まれるなど、産業向け需要は好調でフル操業の状態にあり、

今後も持続すると見込んでいる。 
 ＜小売業＞ 
小売業全般としては、客単価減少による販売額の伸び悩みが続くなかで、リニューア

ル、営業時間の延長、セールの強化などによって客数と売上を確保している。 
百貨店では、ブランド品に動きがあり、消費の二極化がみられる。 
スーパーは業績の悪い店舗を切りながら新規店舗を広げており、一部の地方スーパー

で店内リニューアルや経費削減の効果により収益が増加している。 
今後も現在の状態が続くものと見ている企業が多いが、収益は中元時期、新規出店等

により、現状維持ないしは好転すると予測する企業が多い。 
また、本年４月１日以降の消費税総額表示の影響による客単価の減少も見られる。 
＜卸売業＞ 
売上高については、概ね増加傾向であるが、一部に原油高騰による石油製品の仕入価

格、販売価格の値上がりの影響がみられる。 
今後の見通しとしては概ね横ばいで推移するとしている。 
＜サービス業＞ 
ソフトウエア業は売上、収益ともほぼ横ばい、電気通信業は加入者の増加等により増

収増益となっているが、広告業等は減益となっている。在宅介護サービスは主力の訪問

介護で若干落ち込みがあったが、それ以外は概ね増収または前回調査時と比べると増加

している。 
    
②生産 
生産は、ウェイトの高い電子部品・デバイス工業では半導体や電子部品がデジタル関連

需要を中心に、国内外向けとも好調でフル操業が続いている。 

情報通信機械工業ではパソコンが新製品投入のタイミングで変動はあるものの買い替え

需要を中心に堅調、デジカメは機種切替により若干減少しているものの、国内はボーナス

商戦向けで増加、一方で、携帯電話はモデル端境期で低下、新機種も需要をみながらの生

産となっており、一部では生産拠点の集約で工場閉鎖の動きもある。 

自動車関連では乗用車が北米向けに支えられ堅調、自動車部品も国内外向けで引き続き

堅調に推移している。 

一般機械工業では複写機が年度末需要の反動で低下しているものの、半導体製造装置は

海外向けを中心に高操業、金型は自動車関連やデジタル家電向けを中心に増加しているほ

か、ＦＡや有機ＥＬ等の分野でも需要が高まっている。 

素材型産業では鉄鋼業が輸出向けを中心に需要堅調で引き続きフル稼働、そのほかは概

ね横ばいの動きとなっている。また、公共事業関連業種では公共事業削減で厳しい状況が

続いている。製造業全体としては、緩やかな上昇傾向となっており、今後も暫く同様の動



 

きが続くと見込まれる。 

  最終財でデフレ傾向が残る中での原材料・原油価格の高騰や米中の経済成長が減速する

可能性など懸念材料はあるものの、海外経済の強い需要で好調な輸出と設備投資が牽引す

る今回の景気回復の動きは、一部内需回復にも波及し始めていることから生産活動の緩や

かな上昇の動きが続くものと見込まれる。 
生産活動は当面好調業種に牽引され高水準で推移するものと見込まれるが、一方でその

影響はこれら業種の集積する岩手県南部、山形、宮城、福島に集中しており、地域間格差

が見られる。 
 

③設備投資  

全般的には抑制的であるが、製造業、非製造業ともに一部に積極的な投資の動きがみら

れる。 

製造業では、電子部品・デバイス、情報通信機械及び一般機械、輸送機械の一部などで、

積極的な投資の動きがみられる。投資の目的は、生産拡大、新製品や増産への対応で能力

増強投資がみられ、半導体、有機ＥＬ等を中心に前年度に比べ増加の見込みである。その

一方で、他の業種では既存設備の維持更新、合理化のみの投資など横ばい、減少基調とす

る動きもみられ、両極端な動きとなっている。 

非製造業のうち、小売業では新店、改装等の動きの活発化、卸売業でも昨年度に比べ多

少動きが出てきており、サービス業ではＩＴ関連の設備投資に積極的な企業もみられる。 

  

④個人消費 

個人消費は、所得に改善がみられず、雇用情勢には厳しさが残り、消費マインドは低く、

引き続き低調な動きとなっている。大型店では客単価の減少が続いているなかで、消費者

は計画購入や選別購入も強めている。なお、ブランド品や一部デジタル家電に好調な動き

がみられる。 

百貨店は、身の回り品はブランド品を中心に堅調に推移しているが、主力の衣料品は季

節衣料が天候に左右され、飲食料品も生鮮食品の低調が続いている。スーパーは、主力の

飲食料品はパン、加工食品、飲料などが堅調に推移しているが生鮮食品はふるわず、ＢＳ

Ｅ、鳥インフルエンザの影響も続いている。衣料品や、家庭用品等も前年割れが続いてお

り、新規店舗や他業態店舗との競争も激化するとともに、消費者の買い回り傾向も継続し

ている。 
４月からの消費税総額表示については、割高感などから一部苦情や客単価の減少がみら

れたが、価格表示の見直し、セールの強化等で対応している。連休は昨年と比べ日並びも

よく、客数増、売上増となった企業もあるが、５月度では４月並と苦戦としている。 
 コンビニ販売額は、業態内の競争やスーパーの営業時間延長等による業態間競争の激化

などにより厳しい状況が続いている。 

 家電販売は、テレビ、ＤＶＤ、洗濯機等は好調を続けているが、販売割合の高いパソコ

ンが前年割れを続けており、好調だったデジタルカメラなども前年を下回っていることか

ら低調な動きとなっている。 

 乗用車販売台数は、小型乗用車の売上が減少しているものの、新型車や新規格車で好調

な普通乗用車及び軽乗用車の売上が増加しており、全体としては一進一退を繰り返しなが



 

ら底堅い動きとなっている。 

 

⑤雇用情勢 

雇用については、一部に明るい動きがみられるものの、引き続き厳しい状況にある。 

業況が好調な電子部品・デバイス、輸送機械、一般機械の一部に不足感があり、人材派

遣やアウトソーシングで対応している。非製造業及び窯業・土石、住宅関連の一部にはな

お過剰感があり、賃金カット、早期退職制度の導入などを行っている。 

雇用状況が適正とする企業でも、派遣やパートで雇用調整を行っている。新規採用につ

いては全体的に抑制基調であり、中途採用で技術者や即戦力となる経験者などの人材を確

保する例もみられる。 

有効求人倍率は、0.60 倍（16 年５月）と 21 ヶ月連続で前年を上回っているが、依然と

して全国平均を下回る状況にある。新規雇用も非正規雇用が主体であり、立地業種に伴う

南東北・北東北間の格差も残っている。 

 

＜その他＞ 

⑥資金調達環境 

資金調達は、運転資金・設備資金とも横ばいであるが、情報通信機械、電子部品・デバイ

ス等の一部で受注増、設備投資対応の増加、小売業でも新規出店対応等設備投資に伴う需要

で動きがみられる。 

 金融機関の貸出態度は、金利上昇を迫られるなど「引き続き厳しい」とする声がある一方

で、業績が好調な業種では金利下げ、増額の提案を受けるなど「容易」とする声も出ている。 

 

⑦公共事業 

公共事業は、地方公共団体関係が依然抑制的であることから、引き続き低調な動きとな

っており、全国と比べて依存度の高い東北は影響が大きい。公共工事請負金額が１６年第

１四半期において４期連続で前年を下回るなど引き続き低調な動きとなっている。 
平成１５年の公共工事請負金額はピーク時の平成１１年と比較すると約４割減少してお

り、全国と比べて公共事業への依存度の高い東北では影響が大きく、倒産件数に占める建

設業の割合が高い。 

 

⑧観光 

 観光は、北東北を中心とした新幹線「はやて」効果による周遊旅行の動きがみられ、国

内、海外ともゴールデンウイークの大型化の要因もあり、地域差はあるものの比較的堅調

である。今後は、はやて効果の持続・発展や海外旅行客等の誘客に向けた努力が課題であ

るとともに、新たな国際定期便の創設による旅行需要の増大への期待が高まっている。 

 

⑨原材料価格、原油価格の動向 

 原材料価格の高騰については、素材関連業種の一部で影響がみられている。他方、価格転

嫁については、窯業等の一部で実施している企業もあるが、一般機械、鉄鋼などでは価格転

嫁が容易ではなく収益悪化を懸念する企業もみられる。また、原油価格の高騰による原材料

や輸送コストの上昇による収益低下の影響がみられる。 



水準で推移していることに加え、管内でウエイトの大きい一般機械工業が引き続き好調

なことから、生産は緩やかな上昇傾向にある。 

半導体・電子部品は、国内外のデジタル家電や携帯電話向けに加え、自動車向けも引

き続き好調であり、フル稼働の企業が多くみられる。 

携帯電話は、新機種の引き合いが好調であるものの、やや一服感もみられる。 

ＤＶＤ、プラズマディスプレイテレビ、液晶テレビは、引き続き堅調。 

パソコンは、個人向けが引き続き堅調。 

自動車は、新型車効果の一巡から国内向けは頭打ち感がある一方、北米向けを中心に

輸出が堅調に推移していることから微増。自動車部品は、堅調な内需に加え、北米にお

ける新車種の現地生産向け等の輸出が好調。 

半導体製造装置は、国内半導体メーカーのデジタル家電用に加え、台湾、韓国向け

輸出が好調なことから、引き続き高水準で推移。 

鉄鋼、化学は、中国向けの輸出需要が旺盛なことから高水準で推移しており、フル稼

働の状況。 

  

 

 ③設備投資～持ち直している 

製造業は、デジタル家電などの需要が引き続き好調なことから、電子部品・デバイス

工業では、半導体・集積回路の微細化や増産対応のための積極的投資がみられ、中には、

対前年比４割増を見込む企業もみられる。 

非製造業は、小売業では、既存店舗のリニューアルや新規出店を積極的に進める企業

がみられる。 

 

 

 ④個人消費～持ち直しの動きがみられる 

個人消費は、大型店は全体的に売上が伸び悩む中で、健康志向商品や話題性の高い商

品が引き続き好調なことに加え、家電販売や旅行もこのところ堅調に推移するなど、持

ち直しの動きがみられる。 

百貨店は、婦人服等が低調なものの、堅調な「男性消費」に支えられ、紳士服・男性

化粧品等は好調な伸びを示している。また、改装効果や催事効果、近隣にオープンした

大型商業施設との相乗効果により、来客数が大幅に増加した店舗もみられる。 

 スーパーは、健康志向商品や高機能商品は引き続き好調なものの、消費税総額表示

による割高感から売上が伸びず、全体として低調に推移している。 

コンビニエンスストアは、消費者ニーズにマッチした新商品や限定商品、多様なサー

ビスの提供により堅調に推移している。 

乗用車販売は、普通乗用車や軽乗用車が引き続き好調に推移していることから、やや

持ち直しの兆しがみられる。 

家電専門店は、デジタルカメラ、パソコンは低調なものの、ＤＶＤや薄型テレビは引

き続き好調で、今後もオリンピックによる需要増が見込まれる。 

飲食は、ＢＳＥや鳥インフルエンザによる影響が落ち着いたことから、前年と同水準



までに改善している。 

旅行は、国内は、全般的に堅調。海外は昨年のＳＡＲＳ流行による不振の反動から、

大幅に回復。アテネオリンピック開催期間に合わせたツアーの予約も好調。 

  

  

 ⑤雇用情勢～新卒者採用は横ばい、中途採用は増加。アウトソーシングを活用する企業

が多い 

製造業では、新卒者採用は、前年よりも増加したとする企業が一部にみられるもの

の、前年並みの採用とした企業が多い。多くの企業では、技術力・経験を重視し即戦力

が期待できる中途採用を積極的に行っている。また、季節的要因の影響を受け易い製造

現場では、請負や派遣社員など外部人材を積極的に活用し柔軟に対応している企業が多

くみられる。 

非製造業では、新卒者採用は、新規出店などにより前年より増加したとする企業が一

部にみられるものの、スタッフの多くはパート・アルバイトなどを積極的に活用してい

る企業が多くみられる。 

  

  

 ⑥住宅～このところ増加している 

首都圏マンション市場は、超高層物件を中心に都心は引き続き好調であるが、郊外物

件は依然として不調にあるなど、都心回帰の傾向が一層鮮明となっている。 

住宅着工は、持家は減少しているが、分譲住宅は都区部の大型マンション販売が好調

なことからこのところ増加しており、賃貸も東京圏を中心に堅調に推移している。 

  

  

 ⑦資金調達環境～一部で厳しさがみられるものの、改善している 

資金需要は、増産のための設備資金、運転資金の増加がみられる一方、自己資金で対

応する企業も多くみられる。 

金融機関の貸出態度は、一部で厳しさがみられるものの、企業の業績向上に伴い改善

している。 

調達方法は、金融機関の積極的融資の動きに加え、直接金融を導入する企業も多く、

多様化がみられる。 

 

 

  ⑧研究開発～積極的な動きがみられる 

研究開発は、競争力強化のための新製品、新技術開発を中心に積極的に取り組んでい

る企業が多い。特に、好調を持続しているデジタル関連業種では、前年度よりも研究開

発費を増額している企業が多い。 

  

  

⑨観光～海外旅行はＳＡＲＳ流行による不振の反動から大幅に回復。国内旅行は全般的 



に堅調に推移。管内主要観光地の動向は、ゴールデンウィークは曜日配列に

恵まれ堅調な動き 

海外旅行は、昨年のＳＡＲＳ流行による不振の反動から大幅に回復。特にアジア方

面、グアム・サイパン方面は流行以前（２００２年）の水準を超える動きとなっており

好調に推移。国内旅行は、全般的に堅調に推移している中、特に浜名湖花博は開幕から

２か月で２００万人を突破し予想を上回る動きとなっていることから、周辺観光地（舘

山寺温泉等）も好調に推移。 

夏休みの予約状況は、海外を中心に順調な滑り出しとなっている。また、アテネオリ

ンピック開催期間に合わせたツアーの予約も好調な動き。 

管内主要観光地の動向は、ゴールデンウィークは曜日配列や前半の好天にも恵まれた

ことから堅調に推移。日帰り客の増加により、多くの宿泊施設では苦戦を強いられてい

るものの、宿泊させるための魅力作り（改装など）を行うことにより、宿泊客数が増加

している施設も一部にみられる。 

 

 

 ⑩原材料価格の高騰～製造業は、鉄鋼、化学では収益への影響がみられる。輸送機械、

一般機械、金属製品では、比較的多くの中小企業で価格転嫁が困難な状況。非製造業

では、建築資材価格の高騰により総合工事業及びそれらを取り扱う小売業で影響がみ

られる 

  製造業では、電子部品・デバイス、情報通信機械、電気機械は、現時点では大きな影

響はない。ただし、長期化あるいは更に価格が上昇した場合の影響を懸念する企業が多

い。 

輸送機械は、完成車メーカーではコストダウンにより影響を回避できているが、中小

を中心とした部品メーカーでは原材料価格の上昇分を転嫁できず、収益への影響がある

とする企業が多い。 

一般機械は、中小企業の多くで価格転嫁ができず収益への影響がみられるが、高付加

価値製品を製造している企業では大きな影響はみられない。 

金属製品は、価格転嫁が進まず収益への影響があるとする中小企業が多い。 

鉄鋼、化学では企業規模にかかわらず、価格転嫁が進まず収益に影響があるとする企

業が多い。 

非製造業では、原材料価格の高騰に伴い建築資材価格が上昇しており、総合工事業及

びそれらを取り扱うホームセンター等一部の小売業においては、価格転嫁ができず収益

に影響があるとする企業がみられる。 

産地においては、鋳物については、銑鉄、コークスの価格は一時に比べて落ち着き、

価格転嫁も進んでいるものの、一昨年７月からの銑鉄価格上昇分を吸収できていない状

況。金属洋食器については、ステンレスの価格は一時期に比べて低下しているものの、

材料価格比率の高い中級品以下の製品については中国等との競合により価格転嫁ができ

ず厳しい状況。 

原油価格については、化学では収益に影響があるとする企業がみられるが、他の業種

では先行き懸念はあるものの現時点では大きな影響はみられない。 



 

ら底堅い動きとなっている。 

 

⑤雇用情勢 

雇用については、一部に明るい動きがみられるものの、引き続き厳しい状況にある。 

業況が好調な電子部品・デバイス、輸送機械、一般機械の一部に不足感があり、人材派

遣やアウトソーシングで対応している。非製造業及び窯業・土石、住宅関連の一部にはな

お過剰感があり、賃金カット、早期退職制度の導入などを行っている。 

雇用状況が適正とする企業でも、派遣やパートで雇用調整を行っている。新規採用につ

いては全体的に抑制基調であり、中途採用で技術者や即戦力となる経験者などの人材を確

保する例もみられる。 

有効求人倍率は、0.60 倍（16 年５月）と 21 ヶ月連続で前年を上回っているが、依然と

して全国平均を下回る状況にある。新規雇用も非正規雇用が主体であり、立地業種に伴う

南東北・北東北間の格差も残っている。 

 

＜その他＞ 

⑥資金調達環境 

資金調達は、運転資金・設備資金とも横ばいであるが、情報通信機械、電子部品・デバイ

ス等の一部で受注増、設備投資対応の増加、小売業でも新規出店対応等設備投資に伴う需要

で動きがみられる。 

 金融機関の貸出態度は、金利上昇を迫られるなど「引き続き厳しい」とする声がある一方

で、業績が好調な業種では金利下げ、増額の提案を受けるなど「容易」とする声も出ている。 

 

⑦公共事業 

公共事業は、地方公共団体関係が依然抑制的であることから、引き続き低調な動きとな

っており、全国と比べて依存度の高い東北は影響が大きい。公共工事請負金額が１６年第

１四半期において４期連続で前年を下回るなど引き続き低調な動きとなっている。 
平成１５年の公共工事請負金額はピーク時の平成１１年と比較すると約４割減少してお

り、全国と比べて公共事業への依存度の高い東北では影響が大きく、倒産件数に占める建

設業の割合が高い。 

 

⑧観光 

 観光は、北東北を中心とした新幹線「はやて」効果による周遊旅行の動きがみられ、国

内、海外ともゴールデンウイークの大型化の要因もあり、地域差はあるものの比較的堅調

である。今後は、はやて効果の持続・発展や海外旅行客等の誘客に向けた努力が課題であ

るとともに、新たな国際定期便の創設による旅行需要の増大への期待が高まっている。 

 

⑨原材料価格、原油価格の動向 

 原材料価格の高騰については、素材関連業種の一部で影響がみられている。他方、価格転

嫁については、窯業等の一部で実施している企業もあるが、一般機械、鉄鋼などでは価格転

嫁が容易ではなく収益悪化を懸念する企業もみられる。また、原油価格の高騰による原材料

や輸送コストの上昇による収益低下の影響がみられる。 



 

中部経済産業局（東海地域）管内経済の動向 

（ヒアリング企業数 １２８社） 

 

１．全体の動向 

東海地域の経済は、引き続き改善している。但し、地場産業は、引き続き厳しい状況に

ある。生産は、需要が旺盛な「新三種の神器（薄型ＴＶ・デジカメ・ＤＶＤレコー

ダー）」向け電子部品・デバイスが拡大しており、主力の自動車が高水準にあるなど、全

体として高水準で推移している。輸出は、自動車などで海外生産拠点向けの部品を中心に

好調に推移している。設備投資は、電子デバイス関連、情報通信関連のライン増設や能力

増強などの動きがあり、中小企業にも動きが拡大しつつある。加えて雇用情勢にも改善の

動きがみられる。また、「愛・地球博」の開会、「中部国際空港」開港が来年春に近づき、

公共事業としての寄与は一段落したが、サービス業・小売業での需要増への期待が高まっ

ている。 

先行きについては、米国・中国向けなど輸出関連の好調持続、設備投資関連の伸張、電

子部品・デバイスの増産などから、当面、改善が続くことが見込まれる。 

 

２．個別の動向 

①業況 

業況は、引き続き改善している。 

製造業では、電子部品・デバイスの生産拡大が続いており、当地域においてウェイトの

大きい自動車も高水準の生産が続くなど、総じて改善が続いている。一方、地場産業は、

引き続き厳しい状況にある。 

非製造業では、運輸や人材派遣などの業種で、緩やかな改善の動きがみられる。 

中小企業は、電気機械、輸送機械、一般機械、ファインセラミックス等で持ち直しの動

きが広がっている。一方、繊維、陶磁器は、厳しい状況にある。 

先行きについては、米国・中国向けなど輸出関連の好調持続、設備投資関連の伸張、電

子部品・デバイスの増産などから、当面、改善が続くことが見込まれる。 

なお、原材料価格の高騰については、生産面への顕著な影響はみられないものの、一部

の企業や地場産地では価格転嫁が進展せず、収益が圧迫されている。長期化すれば業況全

体への影響も懸念される。原油価格の高騰については、石油化学製品を長期契約している

企業が多く、次期契約の値決めから影響が出るとみるところが多い。 

 

②生産 

 生産は、電子部品・デバイスが拡大しており、自動車が高水準にあるなど、全体として

高水準で推移している。 

自動車関連については、完成車は、普通車の新型車効果、輸出が北米、アジア向けで引

き続き高水準となっている等から総じて高水準となっている。自動車部品は、国内完成車

の生産動向に加え、海外での完成車生産増加を受けて輸出向けの国内生産が高まる等好調

に推移している。また、ガスセンサ素子や鉄鋼薄板なども完成車の生産動向を受け伸びが

みられる。このように自動車関連は、総じて高水準となっている。 

金属工作機械は、自動車関連、液晶・半導体関連向けに加え、中小企業向けの動きも顕

在化するなど、受注が増加しており、今後に向けて拡大が見込まれる。また、電気機械も

設備投資に関連した旺盛な需要から好調に推移するなど、設備投資関連は増加している。 

液晶素子、記憶素子など電子部品・デバイスは、携帯電話やデジタルカメラなどデジタ

ル民生機器の旺盛な需要動向を受け拡大基調で推移している。 



 

一方、陶磁器、繊維では需要不振や安価な輸入品攻勢により、売上、収益ともに厳しい

状況にある。 

先行きは、電子部品・デバイスの拡大が見込まれることや、自動車も高水準で推移する

こと、更に米国景気の力強い回復などから、当面は高水準で推移し、さらに拡大傾向での

展開が見込まれる。 

 

※主要業種の動向は以下のとおり。 

・輸送機械では、完成車は、普通乗用車の新型車効果、輸出向けが引き続き高水準となっ

ていることなどから、総じて高水準となっている。また、自動車部品が、内外の完成車の

生産動向を受けて好調に推移している。 

・一般機械では、金属工作機械が、一般機械、自動車関連、液晶・半導体関連向けに加え、 

中小企業向けの動きも顕在化するなど、受注が増加しており、今後に向けて拡大が見込ま

れる。 

・電気機械では、自動車関連に加え、液晶・半導体向けに伸びており、全体として好調に

推移している。 

・情報通信機械では、テレビが、好調な薄型テレビの旺盛な需要をうけ拡大している。デ

ジタルカメラは、国内向けに一服感があり、海外向けも高水準ながら先行きに不透明感が

ある。 

・電子部品・デバイスでは、メモリがデジタルカメラ、カメラ付き携帯電話の旺盛な需要

に支えられ、また、液晶素子も情報通信機器向けに、それぞれ拡大基調で推移している。 

・鉄鋼では、自動車向けが堅調に推移し、造船・産業機械向けが好調に推移している。 

・ファインセラミックスでは、情報通信機器向けが緩やかに持ち直しているほか、ガスセ

ンサ素子など自動車向けも国内向けに高水準となっているなど、全体として回復に向けた

動きとなっている。 

・陶磁器、繊維では需要不振や安価な輸入品攻勢により、売上、収益ともに厳しい状況に

ある。 

 

③設備投資 

設備投資は、企業の業績改善等を背景に、さらに回復の動きが広がっている。 

製造業では、液晶・半導体で、大型の能力増強投資が順調に進捗しているほか、主力の

自動車関連で、設備更新、新モデル対応などを中心に引き続き動きがみられる。業績改善

や需要増を背景として、幅広い業種で設備更新、環境関連投資がみられ、中小企業にも動

きが拡大しつつある。能力増強投資を計画する企業も増えている。また、引き続き中国ほ

かアジアを中心に海外投資へシフトする企業も多くみられる。 

非製造業では、百貨店・スーパー等小売や飲食店で、積極的な新規出店・店舗改装の動

きが広がっているほか、運輸で、環境対応のための車両更新が進んでいるなどの動きがみ

られる。 

 

④個人消費 

個人消費は、慎重な消費行動が続き、業種・品目に明暗ばらつきがみられる。 

個人消費は、基本的には低価格志向や購入点数の減少など、依然として慎重な消費行動

が続いているものの、ニーズに合った商品・サービスには多少の出費を惜しまない「選別

消費」の傾向が強くなっている。 

企業側では、新規出店、既存店舗のリニューアル、オリジナル商品の開発、ニーズに

合った品揃え、経営の多角化など、販売促進に努めている。また、業界内では、他地域資



 

本の企業参入など、競合が一段と激化している。 

百貨店では、食料品が引き続き堅調に推移し、また、名古屋市内で紳士服が高級品中心

に伸びるなど、一部に明るい動きがみられる。婦人服、高級ブランド品の勢いには、やや

一服感も窺える。 

小売（スーパーを含む）では、一部で消費税の総額表示開始にともない、売上等に影響

が出ているとする声も聞かれ、全般に低調に推移している。 

乗用車販売では、コンパクトカーブームの一巡、新型車効果の継続など一進一退の状況

となっている。 

家電販売では、パソコン関連商品が低調であるものの、ＤＶＤレコーダー、液晶・プラ

ズマ等薄型テレビなど、デジタル関連商品が好調で、アテネ五輪効果も手伝い、当面好調

に推移するとみられる。 

他方、クレジットカードで取扱額、ケーブルテレビで新規加入者、情報通信で携帯電話

の買換え需要、がそれぞれ総じて好調に推移している。また、資格取得講座でニーズに

合った講座の人気が高く、一部外食産業、商店街で一時の低迷を脱したとする声も聞かれ

るなど、引き続き明るい動きがみられる。 

 

⑤雇用情勢 

雇用情勢については、依然として正社員を抑制する傾向が続いているものの、一部に新

卒採用を増やす動きがある。 

雇用情勢は、依然として正社員を抑制する傾向が続いており、業績改善に伴って不足感

を感じる場合でも、正社員を増やさずに派遣社員等外部人材を活用しているところが多い。

こうしたなか、長期の雇用調整により年齢構成のバランスが崩れたり、現場の技能者が不

足したりするケースが出始めている。そのため、適正な年代別人員構成やコア人材の確保

に配慮した採用や事業展開に則した採用を行うなど、新規採用については慎重ながらも動

きがみられる。一部の企業では、団塊世代の大量定年による技術の伝承断絶を課題視する

ところもある。人材派遣業においては、自動車関連を中心に製造業が堅調に推移している。 

 

⑥住宅 

住宅は、低調に推移しているものの、一部で明るい動きがみられる。 

持家は、住宅ローン減税廃止を見込んだ２００３年の住宅着工増加の反動減が、概して

認められるものの、団塊ジュニア世代を中心とした底堅い需要や、雇用・所得環境の改善

により住宅取得マインドが好転していることなど、一部に明るい動きがみられる。 

分譲マンションは、都心回帰の流れが継続、購入の年齢層においては若年層とシルバー

層との二極化が進んでいる。貸家は、供給過剰状態及び家賃の低下傾向が依然として続い

ている。 

先行きについては、雇用・所得環境の改善による住宅取得マインド回復への期待や、住

宅ローン減税の段階的縮小を睨んだ駆け込み需要を見込む声もある。 

 

⑦公共事業 

公共事業は、総じて低調に推移している。 

東海地域では、「愛・地球博」や中部国際空港など大型プロジェクト関連の施工が続い

ている。地方公共団体の公共事業の抑制基調に変化はなく、事業規模は引き続き縮小傾向

にある。受注単価の下落が続いているうえ、新入札方式の導入も予定されているなど、今

後、競争は一層厳しさを増すことが予想される。 

一方、民需へのシフトの中で名古屋駅周辺再開発などへ期待する動きもみられる。 



 

 

⑧資金調達環境 

 資金需要は、低調に推移している。金融機関の貸出態度には、一部に改善が窺える。 

資金需要は、引き続き有利子負債圧縮に努める企業も多く、低調に推移している。業績

改善等にともない、設備投資を増やす動きもみられるが、自己資金の範囲内に止める企業

が多い。また、企業側が、金融機関からの間接調達に依存する割合は減少傾向にあり、社

債発行など直接金融にシフトする動きが目立つことから、金融機関側は、減少傾向にある

資金需要を巡り、一部に貸出態度の改善が窺える。 

 

⑨研究開発 

 研究開発は、多くの企業で一定割合、一定額を維持している。また、社外資源を活用し

た共同研究開発に取り組む企業が多くみられる。 

短期的な投資では、製品化までのスピードが要求される中、「選択と集中」により研究

開発の効率化やコア技術のさらなる高付加価値化を目指す動きや、取引先企業との共同開

発を行っている企業が多くみられる。 

一方、中長期を見据えての大学との産学連携を活用した共同研究に積極的に取り組む動

きが続いている。 

 

⑩観光 

旅行需要はＳＡＲＳなどの不安材料が払拭されたことにより今後の好転が期待されてい

る。また、多様化する旅行ニーズへの対応など、新たなビジネス展開が行われている。 

旅行需要は、ゴールデンウィークの曜日並びが良かったこともあり好調に推移した。今

後については、ＳＡＲＳなどこれまでの不安材料が払拭されており、そろそろ旅行に出か

けようという気運が高まっていることから、今後の好転が期待されている。 

旅行に対して、消費者のニーズ多様化、団体旅行から個人・グループ旅行へ、情報入手

手段の多様化などの変化があり、旅行会社、観光地などでは様々な創意工夫がなされ、新

たなビジネス展開、取り組みが行われている。 

また、新しい観光形態の一つとして注目されている「産業観光」の振興に向けた取組が

行われていると同時に、「愛・地球博」の開催、中部国際空港の開港などを間近に控え、

地域として観光客を受け入れる準備が進んでいる。 

 

⑪原材料・原油価格高騰の影響 

原材料価格の高騰については、現時点で生産面への顕著な影響はみられないものの、一

部の企業や地場産地では価格転嫁が進展せず、収益が圧迫されている。長期化すれば業況

全体への影響も懸念される。 

原油価格の高騰については、石油化学製品を長期契約している企業が多く、次期契約の

値決めから影響が出るとみるところが多い。 

 

⑫｢愛・地球博｣・中部国際空港、名古屋駅周辺再開発等への期待感の高まり 

｢愛・地球博｣の開会や中部国際空港の開港が間近に迫るのに伴い、これまでの公共事業

に代わってサービス業・小売業などでビジネスチャンスへの期待が高まっており、既に具

体的な取り組みも進みつつある。 

 



中部経済産業局（北陸地域）管内経済の動向 

（ヒアリング企業数 ６４社） 

 

１．全体の動向 

  北陸地域の経済は持ち直しの動きがみられる。 

先行きについては、原材料高騰や原油高など懸念事項があるものの、現在の状況が続

くものと見込まれる。 

 

２．個別の動向 

①業況 

  北陸地域の業況は持ち直しの動きがみられる。 

【製造業について】 

   繊維は海外製品との競争激化や高付加価値化が一部にとどまっていることから低調に

推移し、金属製品（主として建材）は、一般住宅用は堅調だがビル用の価格が低下して

いることにより収益性が悪くなってきている。輸送機械は首都圏における排出ガス規制

による買い換え需要が一段落しているものの、経営の合理化、効率化等で利益を確保し

ている。一般機械は国内の設備更新需要や中国等のアジア向けの出荷が好調、電子部

品・デバイスは液晶、ＤＶＤ、携帯電話、自動車向けが引き続き好調、化学（医薬品）

はジェネリック医薬品が病院等での採用などにより好調に推移している。全体として、

一部に受注競争による受注単価下げがみられるものの、総じて堅調に推移し、収益状況

は改善傾向となっている。 

  

【非製造業について】 

建設業では公共投資の抑制基調が変わらず、運輸業では取扱量が増加しているものの、

単価は競争激化及び顧客からの引き下げ要求もあり、いずれも厳しい状況が続いている。

小売業は、客足や一部消費者の購買意欲に回復がみられるものの、客単価は低下してお

り、連休明けは天候不順の影響もあって振るわなかったことから、概ね横ばいとなって

いる。このため、全体として収益状況は横ばいとなっている。 

 

【中小企業について】 

 中小企業においても、製造業を中心に引き続き回復傾向がみられる。独自技術による 

製品開発をする企業や顧客の要求に対応できる下請け企業とそうでない企業の二極化は、 

依然続いている。 

 

【今後の動向】 

   製造業では、原材料高騰や原油高などの懸念事項があるものの、堅調な需要に支えら

れて、収益は回復傾向。非製造業では、公共事業など依然抑制的な基調が続いており、

また、小売業も慎重な消費行動がみられることから、収益状況は横ばいに推移するもの

と見込まれる。 

 



②生産 

   生産は、需要増や設備投資で好調な動きがみられる半導体関連、デジタル家電関連、

自動車関連が牽引し、全体として上昇傾向となっている。 

北陸地域においての完成品生産は少ないものの、ＤＶＤ、薄型テレビ等のデジタル家

電関連において、オリンピックに向けた需要増もあり、関連部品としての電気機械や電

子部品・デバイスが内外向けとも好調となっており、また、その影響は、一般機械、化

学、窯業・土石、プラスチック、繊維など広範囲の業種に及んでいる。自動車関連にお

いても、設備投資増強に伴う一般機械や、自動車部品としての輸送機械、電子部品・デ

バイス、プラスチック、繊維で、国内外向けが引き続き堅調となっている。 

輸出動向は、半導体、電子部品、自動車関連等を中心として、堅調に推移している。

稼働状況は、全体的に稼働水準は高くなっているが、設備、人員を削減した結果、高稼

働となっている企業もみられる。受注は、一般機械や電子部品・デバイスの一部におい

て力強さが見受けられる。在庫動向は、概ね適正となっている。 

  今後の見通しは、好調な半導体関連、デジタル家電関連、自動車関連においては、現

在の状況が続くとみているものの、原材料の高騰や入手困難及び原油高等懸念事項があ

り、先行きに不透明感がある。 

 

主要業種の動向は以下のとおり。 

• 一般機械では、国内外において、半導体、デジタル家電向け、自動車関連向けを中心
とした設備投資の動きから、全体として好調に推移している。工作機械においては、

半導体、デジタル家電向けが好調、自動車関連向けも引き続き堅調。繊維機械は、主

力の中国向け輸出が一部設備投資延期の影響から横ばい傾向。半導体製造装置は、半

導体メーカーの積極投資が続き、受注も力強いものとなっており、国内外ともに好調。

土木建機は、海外向けを中心に好調。 

• 電子部品・デバイスでは、国内外において、薄型テレビ、ＤＶＤ等デジタル家電向け
がオリンピック特需もあって好調となっており、自動車向け、携帯電話向けも引き続

き堅調となっていることから、全体として好調に推移している。 

• 化学では、医薬品（ジェネリック医薬品、ＯＥＭ生産など）を中心に堅調に推移して
いる。また、半導体需要の増加から、関連材料が好調。 

• 繊維では、一部、自動車関連等における非衣料分野や高付加価値品等が堅調に推移し
ている。大半を占める従来型の合成繊維織物等では引き続き低水準で縮小傾向にある

中、設備、人員を削減しダウンサイジングをはかった結果、全体として横ばい傾向と

なっている。 

• 金属製品では、首都圏向け再開発案件が一段落したことから、ビル用アルミサッシは
弱い動きとなっており、住宅用アルミサッシでは前年上期の住宅着工増の影響や新規

格による在庫積み増し等の影響も落ち着いてきたことから、全体として横ばい傾向と

なっている。 

 

 

 



③設備投資 

１６年度設備投資計画をみると、製造業を中心に受注、引き合いの増加から、ライ

ンの増強、工場の新増設など能力増強投資があり、持ち直しの動きがみられる。 

引き続き設備の維持更新等に限定した慎重な動きのなかで、先行きを見極めつつ、

新たな設備投資の時期をうかがっている企業もみられる。 

製造業では、一般機械、電子部品・デバイス等の業種を中心にＤＶＤ・薄型テレビ

等デジタル家電向け、自動車関連向けの需要増へ対応するためのライン増設等、能力

増強がみられる。 

非製造業では、小売業の一部で新規出店等の動きはあるものの、大手小売業では新

規出店が一段落したこと、運輸業で環境対応投資が一巡したこと、建設業では設備に

リースを活用し投資を抑えるなど、概ね慎重な動きとなっている。 

 

④個人消費 

個別の動向についてみると、衣料品については、３月中旬以降気温が上昇して春物

婦人服が、４月上旬からは初夏物、中旬からＧＷにかけては盛夏物へと順調にシフト

したものの、ＧＷ明けは、天候不順の影響もあって振るわなかった。家電については、

オリンピックや地上波デジタル放送効果もあって、デジタル家電が引き続き好調なも

のの、パソコンやエアコンの売れ行きが不振となっている。客数は、多くの店で増加

傾向にあるものの、客単価については、デフレや競争激化の影響から依然として低下

傾向にあり、売上としては、概ね横ばいとなっている。 

消費行動についてみると、顧客の嗜好が多様化しており、ただ安いだけでは売れず、

品質や機能を重視した付加価値商品や、「個数限定」、「期間限定」などのこだわり商

品が売れている。 

一方、企業間格差が拡大しており、高級ブランドを導入した百貨店、映画等のア

ミューズメントを併設した大型スーパー、確実に売れる安さと豊富な品揃えを誇る

スーパーなどは好調に推移しているものの、中小のスーパー、商店街などでは、依然

として厳しい状況が続いている。 

先行きについては、オーバーストア状態で競争が激化していることから、客単価は

依然低下傾向にあるものの、全体として客数が増えてきており、消費者の購買意欲も

緩やかに高まるものと期待される。 

なお、消費税総額表示については、多くの店で、税抜価格を引き下げる方向で対応

しており、また、牛肉輸入禁止（ＢＳＥ）及び鳥インフルエンザ等の消費への影響に

ついては、特段みられないとの意見が多かった。 

 

⑤雇用情勢 

平成１６年度の新規採用者数をみると、過去の人員削減の結果、技術継承に支障が

出たこと等もあって、年齢構成のバランスを考慮した採用を行っている。好調な企業

や人員計画の見直しを行った企業では、大幅採用を行うところもあるが、業務量の増

加による労働力の不足分については、固定費削減の観点から、好業績企業においても、

派遣社員、アウトソーシング、時間外労働等で対応する企業姿勢がうかがえ、その結



果、正社員の雇用増加には結びついていない。 

 

⑥観光 

旅行動向をみると、海外は、ハワイを中心に一昨年並まで回復している。しかし、テ

ロの懸念で米本土は落ち込み、オリンピックの予約は、北陸からのアクセスが不便なこ

ともあって鈍い。国内は、関西や東京方面がパック商品を中心に好調で、沖縄は富山発

着の時間帯が利用しやすいことから、前年を大きく上回っている。 

北陸地域は、大河ドラマ効果の反動減が一巡し、また、能登空港開港効果や観光

キャンペーンにより温泉地の客数は戻し基調にあるが、全体としては客単価が下げ止

まらず、厳しい状況が続いている。また、設備投資等のできる好調な旅館とそうでな

い旅館の二極化が進んでいる。今後、上海定期便の開設や大河ドラマ「義経」の効果

を期待。 

 

⑦原材料価格・原油価格の高騰 

原材料の高騰状況（２月頃に比べ）は、鉄スクラップはピーク時より下落し、落ち

着いている。フェロアロイ、鉄骨、鋼材、ステンレス、銑鉄、アルミ及び合板は上昇。

コークスは横ばい。 

品不足は、鉄骨の入手が困難なため、工場・商業用店舗等の建設に遅れが出ている。 

価格転嫁は、先端技術を持つ企業では値上げしたところもあるが、ほとんどの企業

では、競争、デフレ状況下で価格転嫁もできず、合理化など自助努力で吸収している

が、収益を圧迫している。 

原油の高騰は影響なしとする企業の方が多い。しかし、原油依存度が高い化学工業、

繊維工業（川上）、燃料コスト割合が高い運輸業では収益を圧迫している。 

先行きについては、更に上昇をすると、価格転嫁が難しい中で収益の悪化を懸念す

る企業が多い。 

 

⑧北陸地域の企業からの輸出 

北陸地域の企業からの輸出について２１社から回答があった。 

売上高での輸出割合は 18.5％、輸出先はアジア地域が 46.7％と最も多く、次いで

北米地域 28.4％、欧州地域 11.3％、その他地域（オセアニア地域、中東地域）

13.6％となっている。 

輸出手段は、空港が 47.0％、港湾が 53.0％の利用であり、地域別には、北陸圏

27.5％、関東圏 49.9％、近畿圏 14.7％、東海圏 7.9％の利用である。 

製品が軽量で付加価値が高い場合や納期が短い場合は航空便を利用する傾向があり、

定期便の就航やサービス及びコストが企業ニーズに合致すれば、地元の空港・港湾を

利用する傾向がうかがえた。 

 



近畿経済産業局管内経済の動向 

（ヒアリング企業数 ２０４社） 

 

に上昇するなど、

１．全体の動向 

 近畿地域経済は、輸出の好調や設備投資の回復に加え、生産が緩やか

総じて緩やかに改善している。 

業況は、総じて緩やかに改善している。引き続き業種ごと、企業ごと、事業分野ごとの

格差は存在するものの、好調な業種、企業等に広がりがみられる。中小企業においては、

みられるなど、総下請型にも明るさが広がっており、一部に設備投資を積極化する動きが

じて持ち直しつつある。 

生産は、緩やかに上昇している。 

設備投資は、製造業では、積極的な能力増強投資の動きが拡大しており、非製造業でも

一部に積極的な動きがみられるなど、全体として回復している。 

個人消費は、概ね横ばいで推移する中で、一部に明るさがみられる。 

など海外経済の動向を引き続き注視

する必要がある。 

 先行きについては、原材料価格・原油価格やアジア

 

２．個別の動向 

①業 況 ： 総じて緩やかに改善。好調な業種、企業等に広がり 

費の

製造業では、輸出は好調に推移し、設備投資の回復に加え、デジタルＡＶ機器等個人消

一部に明るさがみられるなど、内需についても盛り上がりがみられることから、着実

に回 で、明るさが広がりつつある。

業況は、総じて緩やかに改善している。 

、依然として好調

なデジタルＡＶ機器関連に牽引される情報通信機械、電子部品・デバイスでは企業業績が

等に広がりがみら

投資を積極化する

られるなど、総じて持ち直しつつある。（中小企業景況調査ＤＩ 1-3 月期▲22.3

・製造業は、繊維、窯業・土石は、厳しい状況が続いているものの、情報通信機械、電子

部品・デバイス、一般機械、鉄鋼は、デジタルＡＶ機器関連や自動車関連などが引き続

き好調であり、化学は、主力の化成品、合成樹脂が内外需とも好調となったことなどか

ら好転した。 

・小売業は、気温の乱高下から衣料品が不調となっているものの、消費マインドにやや明

るさが見え始め、家電量販店など一部に明るさが広がるなど、全体としては持ち直しつ

つある。 

・サービス業は、企業の経費削減を背景に、業種、規模を問わず人材派遣、アウトソーシ

ングともに、引き続き好調である。大型テーマパークでは、入場者数は減少したものの

客単価が上昇し、業況は好転している。 

 

復している。非製造業では、概ね横ばいで推移する中

引き続き業種ごと、企業ごと、事業分野ごとの格差は存在するものの

さらに改善していることに加え、化学などが好転し、好調な業種、企業

れる。 

好調：情報通信機械、電子部品・デバイス、一般機械、鉄鋼、化学 

不調：繊維、窯業・土石、建設 

中小企業においては、下請型にも明るさが広がっており、一部に設備

動きがみ

と３期連続で改善） 



②生 産 ： 緩やかに上昇 

輸出は、中国を始めとするアジア向けを中心に好調を維持（中国向け

18.3%増）しており、内需についても、設備投資の回復が一般機械を始

1～3月期：前年比

め幅広い業種へ波

から、盛り上がり

ば衣料用を中心に依然として低調に推移しているものの、自動車関

ルド材）等の産業用

は好調に推移している。 

減少から国産紙がやや増加している。 

フレキシブル回路

国内需要の持ち直

しなどにより主力の化成品、合成樹脂が増加している。 

は引き続き低調で

では防犯関連の複

ている。携帯電話、液晶・Ｐ

ＤＰ向けの基板用ガラスは堅調に推移している。 

向けは高水準を維

続き中国、米国向

る。 

・非鉄金属は、光ファイバーなど通信関連が極めて厳しい状況が続くものの、電力ケーブ

いる。 

けなどが好調に推移し、輸出

業の状態が続いて

の好調に支えられ

て内需が好調であるとともに、アジア向けなど輸出も好調である。建設機械は、中国、

、世界的に船舶需

る。 

・電気機械は、白物家電は、一部高付加価値商品が好調であるものの、総じて不振である。

リチウムイオン電

、パソコン向けを中心に好調に推移している。 

・情報通信機械は、デジタルＡＶ機器ではＤＶＤや薄型テレビが引き続き好調である。携

帯電話は、国内向けには概ね横ばいで推移しているものの、アジア、欧州等を中心とす

る輸出が引き続き好調である。パソコンは堅調となった。デジタルカメラは、国内需要

が一巡し伸びが鈍化したものの、輸出が好調であり、全体としては堅調に推移している。 

・電子部品・デバイスは、電子部品が、内需はデジタルＡＶ機器、携帯電話向け等が好調

であり、輸出は中国、韓国、台湾などアジア向けに好調に推移している。電子デバイス

は、デジタルＡＶ機器関連、携帯電話、パソコン向けにシステムＬＳＩ、ＣＣＤ、ＣＭ

ＯＳ、液晶パネル等が引き続き好調である。 

 

③設備投資：製造業では、積極的な能力増強投資の動きが拡大しており、非製造業でも一

及し、デジタルＡＶ機器等個人消費の一部に明るさがみられることなど

がみられ、生産は緩やかに上昇している。 

・繊維は、総じてみれ

連（エアバック用原糸・基布、シート等）、電子材料（電磁波シー

・紙・パルプは、中国の需要増による輸入紙の

・化学は、携帯電話・デジタルＡＶ機器関連は、液晶用光学フィルム、

基板などが引き続き好調に推移していることに加えて、輸出の急増や

・窯業・土石は、セメントが、神戸空港関連が収束するなど、全体的に

ある。板ガラスは、ビル用では大きく落ち込んでいるものの、住宅用

層ガラス等が好調なため、建築用全体としては微増となっ

・鉄鋼は、内需については、造船向けは依然として好調であり、自動車

持し、一般機械、電気機械向けも好調に推移している。輸出は、引き

けともに好調であることに加え、韓国、台湾向けも堅調に推移してい

ル、自動車向けワイヤーハーネスは海外向けを中心に堅調に推移して

・一般機械は、工作機械は、内需は半導体、金型、自動車向

は引き続きアジア向けが伸びるなど内外需ともに好調であり、フル操

いる。半導体製造装置、液晶・ＰＤＰ製造装置は、デジタルＡＶ機器

欧州向けを中心に好調に推移している。 

・輸送機械は、自動車が新型車効果もあり引き続き好調である。造船は

要が旺盛であり、多くの受注残を背景に引き続き高水準を維持してい

太陽電池は、輸出と国内個人住宅向けを中心に引き続き好調である。

池は、デジタルＡＶ機器、携帯電話

 



部に積極的な動きがみられるなど、全体として回復 

・製造業（1～3月期：3.8%増、16年度計画：5.1%増）では、更新投資の

外の需要拡大に対応するため、情報通信機械（プラズマテレビ、デジ

型投資をはじめ、繊維（エアバッグ用原糸、電磁波シールド材）、化

機器用機能性フィルム）、一般機械（半導体・液晶関連向け物流システ

陽電池、リチウムイオン電池）、電子部品・デバイス（配線基板、コ

的な能力増強投資の動きが拡

積極化に加え、内

タルカメラ）の大

学（医薬品、電子

ム）、電気機械（太

ンデンサ）の積極

大しており、化学（液晶用偏光フィルム）、電気機械（リ

チウムイオン電池）、電子部品・デバイス（ＣＣＤ、液晶パネル、配線基板）などでは

意欲が高まりつつ

業やサービス業では、

既存店の統廃合・リニューアルに加え、工場跡地等の再開発に伴う大型複合施設（ショ

ッピングセンター、シネマコンプレックス等）等の新規立地や介護関連施設の建設など

業では、情報インフラ整備が本格化している。 

れている。 

また、中小企業の一部においても、受注の増加等を背景に積極化する動きがみられる。 

域外へも能力増強投資がみられる。 

・非製造業（1～3月期：3.8%増、16年度計画：0.1%増）においても投資

あり、新規出店やＩＴ投資などの積極的な動きがみられる。小売

積極的な動きもみられる。情報通信

なお、情報化投資を行う企業が増加しており、ＩＴ投資減税も活用さ

 

④個人消費：概ね横ばいで推移。一部に明るさ 

雇用情勢が持ち直していることから、消費マインドにやや明るさが見え始めるなど、全

体としては概ね横ばいで推移する中で、デジタルＡＶ機器、旅行など一部に明るさがみら

るなど支出を抑制

ど、自ら価値を認めるモノ・サ

明となっている。 

・百貨店は、旅行用品、アクセサリー等身の回り品や飲食料品には好調な商品がみられる

ものの、気温の乱高下により春物衣料、夏物衣料がともに不調となるなど、全体として

よる食肉の不調、

消費税総額表示の心理的要因などもあり、飲食料品も不調となった。 

好調に推移し、パ

消費支出の中で選別傾向が強まっ

 

⑤雇用情勢：総じて全従業員数の増加を抑制

れる。 

消費者は、日常的に必要となるモノについては、価格に敏感に反応す

する一方で、デジタルＡＶ機器、健康・安全関連の商品な

ービスに対する消費意欲は、依然として高く、「選択消費」の傾向が鮮

は横ばいで推移している。 

・スーパーは、衣料品の不振に加え、ＢＳＥ、鳥インフルエンザの影響に

・家電量販店は、薄型テレビ、ＤＶＤ等のデジタルＡＶ機器は引き続き

ソコンは多機能機種に動きがみられるなど、限られた

ている。 

しつつ、正社員から派遣社員等にシフト。 

・雇用調整が一段落する中で、一部では不足感がみられるものの、総じて全従業員数の増

加を抑制。 

・正社員に関しては、新卒採用は、抑制傾向からはやや上向き傾向、また、経験、スキル

を持った即戦力として中途採用を重視する動きも広がっている。ただし、採用数全体と

しては退職者数を補うほどには行わず、削減している企業が多い。 

・派遣社員やパート・アルバイトに関しては、製造業・非製造業を問わず、主にコスト削

減のため正社員からシフトする動きが顕著。 

 



 

派遣期間が１年

承継や維持に関しては正社員を重視していること等から、

活用に慎重な姿勢の企業もみられる。 

 

・製造現場での派遣社員については、一部で活用が始まっているものの、

に制限されていること、技術の

⑥資金調達環境：資金需要は概ね横ばい。融資先の選別は続いているも

好転を受け、金融機関の貸出態度は積極化

のの、企業業績の

 

資金需要は、横ばいとする企業が多い中で、設備投資の活発化により大幅に増加してい

る企業が一部にみられるなど、全体として増加とする企業が増えている。なお、収益の改

ァイナンスなど資

ている。 

、企業規模にかかわらず業績の向上している企業に対する「貸し

おこし」など積極化の動きに広がりがみられ、黒字転換により貸し出し態度が急速に軟化

したとす 別が続いており、特に中小企業の中に

⑦観 光 ：団体旅行

善により増加したキャッシュフローで対応する企業が多く、グループフ

金調達手段の多様化が進展し、銀行依存度の低下傾向が依然として続い

金融機関の貸出態度は

る企業もみられるものの、融資先企業の選

は依然厳しいとする声もある。 

 

は不振が続いているが、個人旅行は回復傾向。海外旅行は、ＳＡＲ

Ｓ等の反動もあり好調。国内旅行は引き続き好調 

旅行需要の動向をみると、団体旅行は不振が続いているが、個人旅行は回復傾向にある。

海道や九州・沖縄

方面を中心に引き続き好調である。 

ーマパークは、新

加した。 

続しているものの、

海外旅行は、ＳＡＲＳ等の反動もあり好調となっている。国内旅行も北

主な観光地では、京都地区は引き続き好調、神戸地区も好調。大型テ

しいアトラクションが好調で、ＰＲ効果もあり関東圏からの入場者数が増

 

⑧原材料価格・原油価格の動向：「原材料インフレ、製品デフレ」が継

収益面への影響は総じて限定的 

原材料価格の動向については、価格転嫁が素原材料等の川上から川中

つある一方、依然としてデフレ圧

・川下に浸透しつ

レ、製品デフレ」

ている企業も多く、

収益面への影響は総じて限定的である。 

中小企業では、価格転嫁が進んでおらず、コスト削減努力をしているものの、吸収しき

れず、収益が悪化している企業がみられる。 

なお、厚板、Ｈ形鋼、コバルトなど一部の品目が入手困難となっている。 

原油価格の動向

力が存在することから「原材料インフ

の状態が続いているものの、コスト削減などの企業努力によって吸収し

については、重油、軽油、ガソリンなど石油製品の価格が上昇しつつあ

るものの、コスト削減努力などもあって、収益面への影響は今のところほとんど表面化し

ていない。先行きについては、燃料費、輸送費等への直接・間接の影響を懸念する企業が

みられる。 

 

 



中国経済産業局管内経済の動向 

（ヒアリング企業数  １００社） 

 

１．全体の動向 

中国地域の経済は、緩やかに改善している。 

企業の業況は、輸出関連を中心に改善の動きが広がっている。生産は、低調な業種

があるものの、全体としては高水準に推移している。需要面では、個人消費は、一部

では底固さがみられ、概ね横ばいで推移している。設備投資は、引き続き増加させる

動きがみられ、住宅は、持ち直しの動きがみられる。公共事業は、引き続き低調に推

移している。雇用は、厳しい状況の中、改善しつつある。 

先行きは、当面、輸出関連を中心に改善の動きが続くと見込まれるものの、原材料

価格や原油価格の上昇が長期化した場合の影響が懸念される。 

 

２．個別の動向 

 ①業況 

業種間でばらつきがみられるものの、全体としては、鉄鋼や化学、情報通信機械や

電子部品などを中心に改善の動きが広がっている。 

製造業では、電子部品が国内外の好調な需要、情報通信機械は輸出が好調、鉄鋼や

化学はアジア向け輸出や自動車向けが好調なことにより業況は改善している。一般機

械も半導体や自動車関連向けを中心に業況が改善しつつある。一方、窯業・土石はア

ジア向け輸出が増加しているが、国内需要が低迷し業況に回復がみられない。造船も

十分な手持ち工事量を確保しているが、原材料価格の上昇により業況が悪化している。

収益面をみると、多くの企業で価格の値下げ要求が続いていることに加え、原材料価

格の上昇が収益に影響を及ぼしている。 

非製造業では、小売業が、他社との競合や低価格志向、消費税の総額表示の影響な

どから売上げの回復がみられないが、店舗改装を行った百貨店、消費者ニーズを捉え

た一部の小売や情報通信などは好調を維持している。建設業は、公共工事の減少に加

え鋼材価格の上昇により厳しい状況にある。 

先行きは、旺盛なアジア需要などの外需に支えられて鉄鋼や化学、電子部品を中心

に堅調に推移すると見込まれる一方で、原材料価格や原油価格の上昇が長期化した場

合、収益悪化が懸念される。 

  

②生産 

窯業・土石など低調な業種はあるものの、鉄鋼や化学、自動車が堅調に推移し、情

報通信機械や電子部品も好調で、全体としては高水準で推移している。 

業種別にみると、鉄鋼は、アジア向け輸出や国内自動車、造船向けが好調で高水準

の生産が続いている。一般機械は、半導体や自動車関連向けが好調で生産は上向いて

いる。情報通信機械は携帯電話が、電子部品は、携帯電話やデジタル家電向けが好調

で高水準の生産を持続している。自動車は、輸出向けを中心に堅調な生産を継続して

いる。船舶は、十分な手持ち工事量を確保して引き続き堅調に推移している。化学は、



 

アジア向け輸出や自動車向けを中心にフル生産となっている。紙・パルプは、国内需

要が堅調で高水準の生産となっている。窯業・土石は、セメントが輸出向けに動きは

あるものの、全体的には公共事業の減少など国内需要の低迷により生産は低調である。 

先行きは、業種によってばらつきはあるものの、引き続き高水準の生産が見込まれ

る。 

  

③設備投資 

設備投資は、引き続き増加させる動きがみられる。 

製造業では、高炉改修のある鉄鋼や能力増強投資のある電子部品や化学、新型車対

応投資のある自動車などで、積極的な投資が行われるほか、その他の業種でも増加さ

せる動きがみられる。一方、非製造業では、一部の小売業で新規出店や情報通信で事

業拡大などにより設備を増加させる動きがみられる。 

ＩＴ関連投資については、積極的な動きはみられないが、投資を行う際には、各種

支援策を活用していくとしている。 

 

 ④個人消費 

一部では底固さもみられ、概ね横ばいで推移している。 

小売業などでは、他社との競合による客数の伸び悩みや消費者の低価格志向、価格

競争や消費税の総額表示の影響による客単価の低迷などで、売上の回復がみられない

ものの、店舗の改装や新商品の投入により客数を伸ばしている店舗、消費者ニーズを

捉えた企業や高付加価値商品は依然として好調を維持している。 

百貨店は、一部で改装効果などにより売上を回復している店舗もあるが、天候不順

の影響から主力の衣料品が不振で、全体としては前年割れが続いている。スーパーは、

消費税の総額表示の影響や業態を超えた競合の激化から依然として前年割れが続いて

いる。コンビニエンスストアは、消費者のニーズをとらえた品揃えや新規出店効果に

より売上を伸ばしている。家電量販店は、デジタル家電や一部の白物家電は好調を維

持しているが、主力のパソコンの不振が続いており、伸び悩んでいる。自動車販売は、

一部のコンパクトカーや軽乗用車に動きがみられるが、ほぼ横ばいで推移している。

飲食店は、競合店との低価格競争や消費税の総額表示の影響などから売上が減少して

いる。情報通信は、携帯電話市場がほぼ飽和状態で、新規契約者数や通信料は伸び悩

んでいるが、ファッション性が高い携帯電話や新機種への買い換えは好調である。１

００円ショップは、消費者を飽きさせない豊富な品揃えや新商品の投入により好調を

維持している。 

最近の消費行動は、低価格志向が根強い一方、高付加価値商品や高級嗜好品は好調

で、依然消費の二極化がみられるほか、キャリア女性や熟年層の消費は堅調である。 

先行きは、雇用・所得環境、社会保障制度など社会情勢の先行き不透明感もあり、

当面こうした状況が続くと見込まれる。 

牛肉輸入禁止や鳥インフルエンザの影響については、一時的に売上が減少したもの

の回復傾向にある。 

 



 

⑤雇用情勢 

厳しい状況の中、改善しつつある。 

求人者と求職者との業種や雇用形態などのミスマッチが引き続きみられるものの、

今年度は製造業を中心にかなりの企業が採用を増加させている。 

増加の要因としては、輸送用機械や一般機械などの製造業で生産の増加に対応する

ため、パートや派遣等を増加させており、小売業でも出店増に対応するために中途採

用を増加させている。 

来年度の採用予定についても、製造業を中心に、かなりの企業が引き続き増加させ

るとしている。 

３月の労働者派遣法改正によるアウトソーシングの状況は、多くの企業で特に変化

はないとしているものの、一部製造業で派遣導入の検討や請負から派遣へシフトする

としている。 

 

３．最近のトピックス 

 原材料価格・原油価格の動向 

①原材料価格、原油価格の動向及び調達状況 

鉄・銅鉱石などの原料価格の上昇は、一時より落ち着いたものの、鋼材や石油化学

原料などの原材料価格の多くは上昇を続けており、製造コストが上昇している。また、

造船や一般機械などでは鋼材などの原材料や部品の入手に遅れが出ており、工程に影

響が出ているが、納期にはなんとか間に合わせている。 

原油価格の上昇による燃料価格の上昇により、鉄鋼では製造コストの上昇がみられ

る。 

②価格転嫁、企業収益の影響状況 

鉄鋼や石油化学など基礎素材型産業では、一部価格転嫁は出来ているが、加工組立

型産業については、現在交渉中も含め価格転嫁が進展しておらず、中小企業の一部で

も価格転嫁が進展していない。 

③今後の見通し 

原材料価格・原油価格の上昇が長期化すれば、収益を圧迫するという企業もみられ

る。 

 



四国経済産業局管内経済の動向 
（ヒアリング企業数   ７２ 社） 

 
１．全体の動向 
業況は、総じて緩やかな持ち直しの動きがみられる。 

生産は、窯業・土石、繊維が需要減や輸入品圧力から弱い動きとなっているものの、

電子部品・デバイス、電気機械、非鉄金属、一般機械、輸送機械（造船）が高水準で

推移するほか、化学、食料品なども動きが堅調で、全体としては緩やかな上昇傾向に

ある。                   

設備投資は、持ち直しの動きとなっているものの、一部に反動減がみられる。製造

業では、電子部品・デバイス、輸送機械（造船）、一般機械などを中心に投資意欲の

強い企業が多いものの、前年度に大型投資を行った素材関連の一部に反動減がみられ

る。また、非製造業では建設、小売業などで抑制的な投資姿勢の企業が多くなってい

る。 

    消費は、飲食料品や日用品など購買頻度の高い商品では、引き続き弱めの動きと
なっているものの、自らの価値にあえば価格にこだわらず消費する選択消費傾向が強     

まっている。全体としてみると、総じて横ばいに推移しているものの、一部に明    

るい兆しがみられる。 

    また、公共工事などの減少は、建設業の域内総生産や従業者数のウエイトが全    
国に比べて高い四国地域の経済に大きな影響を与えている。 

    このように管内経済は、前回２月報告の「概ね横ばいで推移しているものの、    
一部に持ち直しの動きがみられる」から今回６月報告では「緩やかな持ち直し    

の動きがみられる。」となっている。 

    先行きについても、原油・原材料高など懸念材料があるものの、緩やかな持ち直し
の動きが続くと見込まれる。 

 
２．個別の動向 
①業況 
製造業では、窯業・土石は公共事業の減少により、また、繊維の一部は季節要因に

より業況が悪化しているものの、その他多くの業種においては好調であり全体として

は改善基調にある。特に、電子部品・デバイス、一般機械などでは内外需ともに好調

であり、また、食料品においても夏場の需要期を迎えたこともあり、フル操業の状況

で業況は改善している。 

    非製造業では、公共工事の減少が続く建設、競争激化や客単価の低下による小売は
厳しい業況が続いているが、サービス業の一部には、需要の回復により業況の改善の

動きもみられることから、横ばいで推移している。 

   中小企業は、全体的には厳しい状況にあるものの、一般機械、電気機械などの    

一部の製造業において、受注が堅調に推移するなど明るい兆しがみられる。 

    このように、企業の業況は、総じてみれば持ち直しの動きがみられる。 
      先行きについても、原油・原材料高の影響を懸念する声もあるものの、総じて持ち



直しの動きが見込まれる。 

 

 ②生産  

窯業・土石、繊維は需要減や輸入品圧力から弱い動きとなっているものの、電子部

品・デバイス及び電気機械は自動車・携帯電話・パソコン・デジタル家電向けが需要

好調、非鉄金属、一般機械は国内外の需要が堅調、輸送機械（造船）は引き続き数年

先までの受注残を反映して、高水準で推移している。また、化学は自動車、デジタル

家電向け、食料品は季節商品が好調なことなどから、堅調な動きとなっている。 

このように、生産は、全体としては緩やかな上昇傾向にある。 

先行きについては、原油・原材料高による操業度への影響を懸念する声は少なく、

生産、輸出ともに、国内外の好調な需要を背景に、堅調に推移するものと見込まれ

る。 

 
③設備投資  
今年度の設備投資は、持ち直しの動きとなっているものの、一部に反動減がみら

れる。 

製造業では、電子部品・デバイス（ＩＴ・デジタル関連機器部品）における生産設

備増強の大型投資をはじめ、一般機械（建設機械）、輸送機械（造船）、化学（医薬

品等）、パルプ・紙（特殊紙）、食料品などでは企業収益の改善や好調な需要により

前年度に比べて投資額を増加する企業が多いものの、前年度に大型投資を行った化学

（石油化学）、非鉄金属の一部に反動減がみられる。投資目的は、設備の維持更新、

合理化などの投資が多いが、電子部品・デバイス、電気機械、一般機械、輸送機械

（造船）、化学を中心に生産能力増強などの積極的な投資も広がっている。 

一方、非製造業では、情報通信業、運輸業などで投資額が前年度を上回る企業もみ

られるものの、建設、小売業などで依然抑制的な投資姿勢に変化のない企業が多く

なっている。投資目的は店舗の新設・改装、能力増強、サービス向上などもみられる

が、依然主体は維持更新や合理化となっている。 

先行きについて、ほとんどの企業は今年度計画を修正しないとしているが、一部の

企業では需要、為替、在庫などの状況を踏まえて見直しを検討するとしている。 
     
④個人消費  
消費は、総じて横ばいに推移しているものの、一部に明るい兆しがみられる。 

 飲食料品や日用品など購買頻度の高い商品では、引き続き弱めの動きとなってい

る。 

一方、株価の回復や雇用環境の改善などから消費マインドは改善しており、自らの

価値にあった物・サービスは価格にこだわらず消費する選択消費傾向が強まってい

る。 

 スーパーでは、健康を謳った商品、テレビや雑誌等で取り上げられた商品の動きが

堅調なほか、生産者が表示された生鮮品や地場産品にも人気がある。また、食品に対

する安全意識が高まっており、生産や品質管理を徹底し「安心・安全」を売りにした



商品が売上を伸ばしている。 

 百貨店では、催事が好調なほか宝石、貴金属、美術工芸品などの高額な商品に動き

がある。特に、催事での有名作家の美術工芸品は動きがよく、気に入った物があれば

高額でも購入する傾向がみられる。 

 コンビニエンスストアでは、話題の商品や新製品については、従来より単価が高く

ても好調である。また、新規店舗の出店効果、規制緩和による酒類の販売自由化など

により客数が増加している。 

 家電販売は、薄型テレビ、ＤＶＤなどが好調に推移しており、今年はオリンピック

があることから引き続き需要増を見込んでいる。乗用車販売台数は普通乗用車と軽四

輪乗用車が好調に推移しており、全体としてみると底堅い動きとなっている。 

 サービス消費をみると、旅行は、堅調な国内旅行に加え、海外旅行も昨年のＳＡＲ

Ｓ等の影響で落ち込んだ反動から回復するなど総じて好調である。外食は、客数が減

少傾向にあるものの、客単価が上昇し持ち直しの動きがみられる。通信関連消費は、

ブロードバンド通信サービスの普及で堅調に推移している。 

 
⑤雇用情勢 
人員は、一部で依然として過剰感をもつ企業がみられるものの、多くの企業では

適正としている。また、製造業では生産能力増強などに伴い不足感のある企業も増加

している。 

新規採用者数は、前年度並みとする企業が大半であるが、一部の企業では定年退職

者増加や事業強化に対応するため採用者数を増加している。また、電気機械やサービ

スで即戦力として中途採用を行っている。 

改正労働者派遣法に伴う製造部門への派遣労働者の受入れは、ほとんどの企業では

みられないが、一般機械などの企業ではみられる。受入れを実施していない企業の中

には、熟練を要する作業が多いため定年退職者の再雇用を行い対応する企業もある。

また、軽作業や清掃作業、給与などの事務分野についてアウトソーシングを実施して

いる企業がみられ、協力会社や関連会社に委託している企業もある。  

 

⑥原材料価格・原油価格の高騰の影響  

 (1)原材料価格、原油価格の動向及び調達状況 
 原材料価格の上昇について、多くの原材料ではピーク時に比べ一服感がみられる。 

また、鉄鋼などにあった品不足は、一部に入手難、調達期間の長期化、品質低下など 

の影響があるものの、総じて緩和されている。 

中小企業においては、建設業の一部に鋼材の入手難が残る企業もみられるもの

の、総じて緩和している。 

 原油価格高騰の影響に関しては、石油・石油化学製品に価格の上昇がみられる。 

(2)価格転嫁、企業収益の影響状況 
原材料価格の上昇分の製品価格への転嫁について、製造業の内、素材関係では徐々

に川下分野へ進んでいるものの、一部しか転嫁が出来ず、収益が悪化している企業も

みられる。 



加工組立関係では、既存契約や市場の競争が厳しいため製品価格への転嫁を行って

いない企業がみられる。これらの企業では、合理化努力などで対応しているものの、

収益の圧迫要因となっているところもあり、今後の更なる原材料価格の上昇を危惧し

ている。  

中小企業では、鋳鉄製品業界の一部に、価格転嫁が受け入れられず収益の悪化、資

金繰りの悪化などを懸念する企業もみられ、建設業での鉄骨・鉄筋工事業では、原材

料の仕入価格が工事の受注価格を上回るなど厳しい状況となっている企業もみられ

る。 

原油価格の高騰について、石油精製業、化学などの一部では製品価格への転嫁が十

分に進んでいないことから収益の悪化がみられるものの、現状では影響は小さいとす

る企業が多い。 

  
⑦地域のトピックス  ～今春オープンの観光・賑わいスポット、出足好調～ 
  ＜ニューレオマワールド＞ 
本年４月に３年８カ月ぶりに営業再開した四国最大のレジャー施設「ニューレオマ 
ワールド」は、ゴールデンウイーク中に予想を２万人以上上回る約１７万人の来場者

が訪れ、四国内の観光地・施設の中で最高の人出となった。また、５月末までの開園

後約２ヵ月間では、初年度来場者目標（約１５０万人）の１／３を超える約５１万人

が訪れている。予想以上の集客は、①地元の再開への期待感、②リピーター確保に向

けた駐車場代と全体の入場料の無料化(園内のゾーン毎に料金を支払うシステム）、

③園内を遊園地、ホテル・温泉、動物園などに４分割したゾーン毎に各専門企業が独

立運営する方式の中で、各社が新しい特色・魅力（おもちゃパビリオン、温浴施設な

どの開設）を打ち出し、子供からシニアまでの幅広い層が楽しめる地域密着型レ

ジャー施設への転換、④大型レジャー施設の再開でマスコミの関心が高く報道による

宣伝効果などが奏功しているとみられる。 
   また、香川県では、同施設の営業再開により雇用創出や地元経済への波及効果（試

算：年約１５０億円）が見込めることから、企業誘致条例を改正し、助成対象に観光

施設等を加えて、初期投資の負担軽減の支援を図っている。 
＜高松シンボルタワー＞ 
大型都市開発事業として、香川県と高松市が整備を進めている高松港再開発地区

（サンポート高松）の中核施設となる「高松シンボルタワー」が本年３月末にオープ

ンした。本タワーは、四国一の高層ビルで国際会議室・文化芸術ホールなどの公共施

設、民間オフィス、商業施設など多彩な機能を備えた官民の複合交流施設であり、商

業施設には四国初の本格ラーメンテーマパーク、ＴＶ番組「料理の鉄人」で有名な

シェフの展望レストラン、衣料・雑貨などの数多くのテナントが入居している。本タ

ワーには、年間来訪者目標約３４０万人に対しオープン後約２ヵ月間で約１３０万人

（推計）が訪れるなど地域の新スポットとして賑わいをみせている。 
 
地元では、今春オープンした両施設が地域観光と賑わい創出の新しい核として、今後

の地域経済活性化に寄与することを期待している。 



 



 

九州経済産業局管内経済の動向 

（ヒアリング企業数 １３１社） 
 
 
 
１．全体の動向 
九州地域の経済は、雇用環境や個人消費などに厳しさが依然残るものの、生産や設備投資

の牽引により緩やかに改善している。 

産業構造の違いが地域間格差となって顕在化しており、九州北部においてはデジタル家電

関連や自動車等の生産、設備投資の牽引により改善に向けた動きがみられるが、九州南部に

おいては土木工事減少の影響等が地域経済に与える影響が大きく、依然として厳しさが残っ

ている。そうした中、焼酎ブームや九州新幹線の部分開業など明るい材料もあり、先行きへ

の期待感が高まっている。 
 
○業況については、半導体関連、自動車、鉄鋼など輸出関連業種は好調だが、セメントなど

内需への依存が高い業種や非製造業では厳しさが残る。最終（製品）価格の引き上   

げが困難な状況が続いており、現在の利益水準について不満を抱く企業が多い。 

  中小企業は、小売業や建設業など多くの業種において回復が遅れているが、一般機械、

電気機械など製造業の一部では緩やかな持ち直しの動きがみられる。 
○生産については、自動車が３月に月次では過去最高となる７万台強の生産台数を記録した

ほか、４月の鉱工業生産指数（速報値）が過去最高となる１０６．２を記録するな   

ど、好調な輸出を背景に上昇傾向にある。 
○設備投資については、半導体関連、デジタル家電、自動車における大規模投資が計画通り

進展中で下期以降の生産面への寄与が見込まれるほか、製造業では調査企業の約７   

割が前年と同額かそれ以上の投資額を見込むなど、製造業を中心に改善している。 
○個人消費については、厳しい雇用・所得環境もあり低調に推移している。そうした中、交

通アクセスの改善や商業集積が進んだ一部地域では活性化の動きがみられるほか、住   

宅も好立地の物件を中心に堅調で、旅行もほぼ一昨年の水準に戻るなど、底堅さもみられ

る。 
○雇用環境については、新卒・正社員での採用拡大には慎重姿勢の企業が多く、若年層を中

心に厳しい状況が続いている。派遣人材やアウトソーシングの活用による人件費の   

変動費化により需要の変動に対応する動きが製造業を中心に鮮明となっている。 
○原材料価格の上昇により、製造業では、中堅・中小企業を中心に、一般機械などにおいて

需給逼迫により生産計画の見直し等の影響が生じている。また、建設業でも資材の調達難

や価格高による着工延期などの影響がみられる。また、原油価格の上昇により、軽油価格

等の引き上げが進行中のほか、産業・業種を問わず幅広い業種で副次的なコスト増への警

戒感がみられる。 
 
 
 



２．個別の動向 
①業況 
  製造業は、デジタル家電向けや旺盛なアジア需要などを背景に、半導体、自動車、鉄鋼な

ど輸出関連業種が堅調に推移しているほか、産業用機械や半導体・液晶パネル製造装置など

設備投資関連も受注が上向くなど好調で、造船も中堅・大手を中心に高水準の受注残を確保

しているなど、改善傾向にある。 
    非製造業は、物流や人件費などのコスト削減を軸とした収益体質への転換に取り組んでい
るが、競合激化による売上高の伸び悩み、利幅減少など厳しい状況が続いており、力強さ

に欠ける。 

中小企業は、商店街などの小売業や建設業など多くの業種において回復が遅れているが、

一般機械、電気機械など製造業の一部で緩やかな持ち直しの動きがみられる。 

  収益環境は、最終製品（商品）価格の引き上げが引き続き困難であり、コスト削減を中心

とした収益確保を図らざるを得ない状況が続いている。製造業などで受注が好調な企業にお

いても、他社との競合等により充分な利幅が確保できないなど現在の利益水準に不満を抱く

企業が多い。また、原材料・燃料価格の上昇を受け、製造業や建設業などに収益悪化への懸

念が強い。 
先行きは、製造業では、中国などの外需やデジタル家電等の好調が当面持続するとして年

内は堅調に推移するとの見方が大勢。非製造業では、明るい材料が乏しく、社会保障など先

行き不安の解消と、雇用・所得環境の好転を伴った個人消費の本格回復待ちだとして、現状

維持を見通す企業が多い。 
 
 
②生産 
  九州で大きなウエイトを占める半導体などの電子部品・デバイス、自動車、鉄鋼などの基

幹業種においては、自動車が３月に月次では過去最高となる７万台強の生産を記録したほか、

半導体も生産数量が４四半期連続で増加、鉄鋼も主要生産拠点でフル操業が続き、４月の鉱

工業生産指数（速報値）が過去最高※となる１０６．２を記録するなど、堅調に推移してい

る。 ※平成１２年基準 

  また、一般機械において半導体・液晶パネル製造装置や数値制御ロボットなど設備投資関

連の受注が伸びるなど好調で、造船も大手・中堅企業でアジア向けを中心に高水準の手持ち

工事量を抱えているなど、生産活動は上昇傾向にある。 

 
 
③設備投資 
  投資動向については、製造業で大企業を中心に大規模な能力増強投資、戦略投資が続いて

いるほか、中小企業の一部においても機械類の更新需要がみられる。今年度の設備投資額に

ついては、調査対象企業の多くで前年並みか前年を上回る投資額を計画しているなど、製造

業を中心に改善している。 

  投資目的については、設備の更新や生産性向上が引き続き中心で、設備の新増設を伴   

う能力増強については需要動向を慎重に検討した上での慎重姿勢が続いている。そうした中、

既存設備の生産性をトータルに再検証し、ボトルネックの解消や効率化の進展により現有設

備の生産能力を最大限引き出そうとする動きがみられる。 
  平成１６年度の計画額については、調査対象企業の約６割（製造業では約７割）が、今年



度並か増額となる設備投資を計画している。特に、半導体及び同部材（９社・事業所）だけ

で２千億円弱の投資額が計画されているなど、基幹産業である半導体の牽引が設備投資面で

も鮮明になっている。 

 
 
④個人消費 
  個人消費については、厳しい雇用、所得環境に加え、年金など社会保障への先行き不安も

あり、低調に推移している。そうした中、交通アクセスの改善や商業集積が進んだ一部地域

では活性化の動きがみられる 

  需要サイドの動向としては、所得の伸び悩みもあり選別消費や価格志向が依然根強く、 

中間所得者層を中心に盛り上がりに欠ける状況が続いている。一方、百貨店では高級時計な

ど高額品の動きが続いており、高額所得者層における堅調な消費がみられるほか、旅行が一

昨年の水準に戻りつつあり、住宅投資も高品質、好立地の物件を中心に動きがみられるな

ど、底堅さもみられる。 

  供給サイドの動向としては、店舗改装、催事開催、品揃えの充実、商品知識・サービス強

化などによる需要喚起や顧客の囲い込みを図っているが、顧客ニーズの変化・細分化に加え

価格競争も激しさを増しており、売上高を伸ばしにくい状況が続いている。また、郊外への

複合型大型店舗の進出・表明が相次いでおり、中心市街地との競争が今後ますます各地で激

しくなる見込み。 

 
 
⑤雇用環境 
  業容拡大に積極的な非製造業の一部を除き、新卒・正社員の採用拡大には慎重姿勢の企業

が多いことから、若年層を中心に厳しい雇用環境が続いている。 

  そうした中、団塊の世代の大量退職を控え、従業員の年齢バランスを念頭において採用を

行う動きが大企業を中心に広がりをみせていることもあり、平成１７年度の採用計画につい

ては、調査対象企業の約半数が採用を「増やす」「今年と同程度」を計画しており、「減ら

す」「採用しない」は３割弱にとどまるなど、大企業を中心に持ち直しの気配がみられる。 

  一方、地域経済にとって雇用の大きな受け皿である製造部門においては、需要の変動に対

して派遣社員やアウトソーシング、定年退職者の再雇用で対応する動きが中心となっており、

こうした人件費の変動費化を進める動きが非製造業にも広がりをみせつつある。 
 
 
⑥資金調達環境 
  資金需要については、設備投資を自己資金やキャッシュフローの範囲内に抑え、借入れを

抑制して有利子負債の削減を優先的に行う動きが続いていることから、地場の中堅・大手

企業の資金需要は依然として低調となっている。 
  資金調達環境については、貸出先企業の経営・財務状況に応じて金融機関側による選別が

続いており、優良企業に対しては積極的な貸出意欲がみられる反面、業績や財務状況が厳し

く業績好転への道筋が見えない企業に対しては厳しい姿勢で臨む二極分化が続いている。 
 
 
⑦観光 
  九州地域の観光は、主要テーマパークの経営不振、観光施設利用客数の減少、宿泊客数の



伸び悩みに加え、宿泊料金のディスカウントによる収益圧迫などによる厳しい状況が続いて

いる。 

  一方で、高速船や航空機を利用した韓国からの旅行客が増えているほか、九州新幹線部分

開業効果がみられる鹿児島県、観光施設等のリニューアルが相次ぎゴールデンウイークは来

客数が前年を大きく上回った別府市周辺など、一部に明るい動きもみられる。 
 
【 九州新幹線部分開業効果 】 
  九州新幹線が本年３月１３日に熊本県八代市～鹿児島市間で部分開業し、九州内外から鹿

児島市内や指宿地区への観光客数が大幅に増加した。観光客数の増加に伴い特産品の販売も

好調で、特に芋焼酎は近年ブームということもあり高級品から売れる傾向がみられており、

売り場を拡充する動きがみられる。 

 
 
⑧原材料価格・原油価格の動向 
 製造業では、中堅・中小企業を中心に、一般機械などにおいて需給逼迫により生産計画の

見直し等の影響が生じている。また、建設業でも資材の調達難や価格高による着工延期など

の影響がみられる。また、原油価格の上昇により、軽油価格等の引き上げが進行中のほか、

産業・業種を問わず幅広い業種で副次的なコスト増への警戒感がみられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



沖縄経済産業部管内経済の動向 

（ヒアリング企業数４８社） 

 

 

１．全体の動向 

 沖縄地域の経済は、基幹産業である観光関連と飲食料品が好調さを維持し、設備投資

が増加に転じるなど、緩やかに改善を続けている。業況については、引き続き観光関連

が好調さを維持し、飲食料品が好調であるが、窯業・土石や建設関連は依然厳しい状況

にあるものの、全体として緩やかに改善を続けている。生産については、鉄鋼は価格の

高騰が続いているものの売上高が増加、飲食料品で県外需要が好調であり、一方で窯

業・土石は低調に推移しながら、全体では横ばいの状況。設備投資は、製造業は横ばい

ながら、非製造業が増加に転じたため全産業を牽引し、全体として増加の兆しがみられ

る。個人消費では、大型小売店が足下では落ち込んだものの、自動車販売が好調に推移

しており、全体としては底固く推移している。雇用情勢では、完全失業率や有効求人倍

率は全国平均と開きがあり、依然として厳しい状況である。他方、足元の４月では、若

年者層（新規学卒）の採用抑制はみられず、さらに今後建設が予定されているホテルが

多数あることから今後の雇用に期待が持てる。住宅は、振れを伴いながらも減少基調で、

また金利の上昇傾向により住宅需要の減少が懸念され、厳しさが増している。公共事業

についても減少基調にあるため、厳しい状況が続くことが懸念されている。資金調達環

境については、問題なしとの企業が大勢。設備投資の増加から資金需要は旺盛であり、

貸し出し態度は緩和されつつある。研究開発は、一部の業種で積極的な動きが見られる

ものの、全企業で積極的に行われている状況ではない。観光は、観光客数が、平成１６

年１月以降の４か月間の対前年同期比増加となり、引き続き好調に推移し、ホテル売上

高は、那
な

覇
は

市
し

内
ない

及び西海岸リゾート（名
な

護
ご

市
し

、恩
おん

納
な

村
そん

等）とも２月以降３か月連続で対

前年比プラスと好調に推移。 

原材料価格・原油価格の動向では、各価格の高騰は概ね全ての業種に影響がおよんで

おり、価格転嫁に関して業種により対応が分かれた。先行きについては、今後の価格動

向は読めないとする企業が大勢を占めている。 

 

２．個別の動向 

 

 ①業況 

 引き続き観光関連が好調さを維持し、飲食料品が好調であるが、窯業・土石や建設関

連は依然厳しい状況にあるものの、全体として緩やかに改善を続けている。 

 

1) 製造業においては、原材料価格の高騰がありながらも売上高が増加傾向で鉄鋼は堅
調。また、飲食料品については、引き続き機能性食品が好調であるほか、泡盛も焼

酎ブームが持続しており、県外出荷が好調である。一方、公共事業や住宅着工も減



少基調にある中、原材料の高騰が起因し、窯業・土石、建設業は一段と厳しさが増

している。 

 

2) 非製造業においては、観光関連が平成１６年に入ってからも好調さを維持し、１月
以降の観光客総数が対前年同期比増加で推移している。先行きについては、夏場に

向けての予約状況からも好調さの持続が期待される。一方、個人消費では大型小売

店が全体として２か月連続で落ち込んでいるものの、自動車販売が好調に推移して

おり、全体として底固く推移している。 

 

②生産 

 鉄鋼は価格の高騰が続いていることから売上高の増加傾向が続いている。生コンは緩

やかに増加したものの、個人住宅等の民間需要の落ち込みや公共工事単価の縮小傾向が

続くと予想され、低調に推移するとみている。また、飲食料品においては、引き続き消

費者の健康志向や沖縄ブームを背景とし、県内需要のみならず県外需要が旺盛な機能性

食品や泡盛が好調を維持している。 

 

 ③設備投資 

 設備投資については、平成１６年度の設備投資計画が平成１５年度の実績見込を１２．

１％上回る計画となっており、６年ぶりに増加に転じた。 

製造業はほぼ横ばいであるものの、非製造業が増加に転じたため全産業を牽引し、全

体として増加の兆しがみられる。設備投資に対して積極的な態度をみせる企業が増え始

めている。 

 

 ④個人消費 

 大型小売店では、百貨店が一部売り場の改装等もあって、２か月ぶりに前年を若干上

回ったものの、スーパーが２か月連続で落ち込んだため、全体として２か月連続の落ち

込みとなった。 

 家電卸売においては、プラズマテレビ、液晶テレビやＤＶＤレコーダーといったデジ

タル家電等がオリンピックに向けて今後の需要が見込まれる。 

 乗用車販売台数は、平成１５年１２月に１３か月ぶりに前年を下回ったものの、平成

１６年１～４月各月の販売台数は前年同月を上回り好調に推移し、引き続き水準は高い。 

 なお、末端の小売業では、消費税総額表示導入の影響を受け、商品価格の入れ替え作

業に係る人件費増、商品価格掲示物等の入れ替えに伴う経費負担増、総額表示切り替え

時に端数切り捨てによる実質値下げ等々に伴い収益減となったとの声が聞かれた。 

 前回同様、依然として消費者の低価格指向に変化はなく、先行きについても同様の傾

向が続くとする見方が強い。 

 

⑤雇用情勢 

 沖縄における雇用情勢については、全国と比較して完全失業率は高く、有効求人倍率

は低くなっている。完全失業率については、平成１５年１１月から平成１６年１月まで



の３か月間は８％台で推移し、平成１６年２月から４月までは７％台の推移でやや改善

はみられるものの、全国の４～５％台と比較しても、依然厳しい状況にある。有効求人

倍率については、０．３～０．４倍で推移しており、全国の０．６～０．７倍と大きな

開きがある状況が続いており、厳しい状況となっている。 

 他方、足元の４月の新卒者採用時期では、業況の厳しい一部の業種を除いて、若年者

層（新規学卒）の採用抑制はみられず、定期的な採用を行っている企業が大勢であり、

さらに今後建設が予定されているホテルが多数あることから今後の雇用に期待が持てる。 

個別では、退職者数より新規採用者数を抑え一人一人の負担が増している、あるいは

稼動状況に柔軟に対応するためパート比率を大幅に上げる、即戦力となる中途採用のみ

との企業もみられた。 

 

⑥住宅 

 平成１６年に入ってからの各月の住宅着工戸数は、対前年比で１月増加、２月減少、

３月減少、４月増加と振れを伴いながらも４か月合計の対前年比は減少で、減少基調と

なっており、厳しさが増している。直近の４月の内訳をみてみると、持家２４．０％

（全国３３．９％）、貸家７２．９％（全国３７．１％）となっており、貸家が持家の

３倍を超える着工戸数となっている。 

 金利が上昇傾向にあるため、住宅・集合住宅需要の減少が懸念される。 

 

⑦公共事業 

沖縄地域における平成１５年度の公共工事保障実績額が、対前年比４．６％と減少し

前年を下回っており、さらに平成１６年度に入ってからは公共工事保証請負金額が４～

５月は前年を大きく下回っていることに加え、平成１５年度から引き続き７か月連続で

対前年比マイナスとなるなど減少基調にあり、厳しい状況が続いている。今後も公共工

事予算の縮小傾向が続くと予想する企業もあり、厳しい状況が続くことが懸念されてい

る。 

 

 ⑧資金調達環境 

 資金繰りや金融機関との関係は良好との企業が大勢。設備投資に増加の兆しがみられ

ることから、資金需要は旺盛であり、貸し出し態度が緩和されつつある。 

 ただ、業績の悪い企業や資産がない企業は高めの金利を設定される等の厳しい面もみ

られる。 

 

⑨研究開発 

 研究開発については、一部の業種（機能性食品・飲料等）で積極的な動きがみられる

ものの、全業種で積極的に行われている状況ではない。積極的な研究開発を行っている

のは、新商品開発や価格見直し（コストダウン）に取り組んでいる企業が多い。 

さらに研究開発を実施している企業の多くが大学や他の企業との共同で研究を実施し

ているほか、国や県の支援事業への応募等で引き続き情報サービス業の積極的な姿勢が

みられる。 



 

⑩観光 

 観光関連では、平成１６年１月以降の４か月間の観光客数が対前年同期比５．９％の

増加となり、引き続き好調に推移している。この伸び率は、沖縄県が目標とする年間５

２５万人を超える勢いで推移しており、修学旅行や台湾人旅行客の伸びも目立っている

と指摘する声もある。航空各社の発表からゴールデンウィークの本土－沖縄路線及び県

内路線の上下線を合わせた総旅客数は対前年同期比１７．５％増の搭乗実績となってお

りゴールデンウィークも好調に推移した。さらに、ホテル売上高については、那
な
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は

市
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内
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及び西海岸リゾート（名
な
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ご
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、恩
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等）とも平成１６年２月以降３か月連続で対前年

比プラスと好調に推移している。 

さらに、全国的には海外旅行が順調に改善しつつあり、沖縄と海外は競合関係にあり

現在は両方とも伸びているものの、今後の沖縄観光の維持には沖縄の魅力作りが大切で

あると指摘する声もあった。 

 先行きについて、ある旅行会社では、沖縄観光への４～６月の入域実績が前年比３割

弱の増、７～９月の予約状況では前年比６割を超えており、好調さの維持が期待される。 

 

３．原材料価格・原油価格の動向 

原材料や原油価格の高騰は、概ね全ての業種に影響がおよんでおり、価格転嫁に関し

て業種により対応が分かれた。特に建設業では、原材料価格の高騰にも関わらず、受注

工事金額内でおさめる必要があるため、負担が増しているとの声が聞かれた。 

• 
• 

• 

価格転嫁できた業種としては、鉄鋼業（原材料）、石油製品卸・小売業（原油） 

価格転嫁できず経営努力で対応とした業種は、プラスチック製品製造業、総合工事

業（原材料）、海運業（原油） 

同業他社の価格動向次第で値上げを検討中の業種は、金属製品製造業（原材料） 

 

４．トピックス：沖縄地域におけるホテル建設の状況 
沖縄地域においては、特に沖縄本島内を中心に今後２年以内に９軒のホテルの建設が

予定されている。その内訳をみると、那
な
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市
し
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４となっており、総客室数は２，２５３室となっている。経営は地元企

業３３．３％に対し、県外企業６６．７％の比率となっており、県外からの進出が目

立っている。 

中でも国内外でホテルチェーンを展開する県外大手グループホテルをみると、地元か

らの数百人規模の雇用や百数十億円の総事業費となるなど、今後の観光振興と雇用、地

域経済に寄与するものと期待されている。 




